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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年6月 平成16年6月 平成17年6月 平成18年6月 平成19年6月 

(1)連結経営指標等            

売上高 （千円） 50,492,065 78,808,445 78,908,735 77,180,672 60,390,691 

経常利益又は経常損失

(△) 
（千円） 2,509,328 4,051,915 5,931,508 5,682,135 △554,271 

当期純利益又は純損失

(△) 
（千円） 1,288,817 2,203,896 3,413,128 3,088,545 △30,265,523 

純資産額 （千円） 7,120,271 8,967,824 19,267,411 27,364,036 △4,068,268 

総資産額 （千円） 23,589,795 32,755,227 47,966,576 71,157,192 66,690,677 

１株当たり純資産額 （円） 49,032.24 31,327.55 30,170.79 39,734.44 △6,101.56 

１株当たり当期純利益又

は純損失（△） 
（円） 8,502.26 7,698.93 5,340.16 4,742.25 △44,089.79 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 30.2 27.4 40.2 38.4 △6.3 

自己資本利益率 （％） 20.4 27.4 24.2 13.3 △722.6 

株価収益率 （倍） 29.64 42.47 27.34 20.62 － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 1,646,673 1,991,619 3,464,307 212,709 △19,768,073 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △175,053 △319,159 △4,991,662 △15,783,540 △10,730,963 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 233,969 1,297,582 6,382,460 15,810,885 32,959,870 

現金および現金同等物の

期末残高 
（千円） 6,633,239 9,600,804 14,471,786 14,712,940 17,174,986 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

413 

(55) 

514 

(94) 

953 

(95) 

1,007 

(350) 

874 

(189) 



  （注）１．当社は平成18年１月１日付ですべての営業を会社分割し、純粋持株会社体制に移行しておりますので、提出

会社の経営指標等については平成18年１月１日以降、純粋持株会社としての数値となっております。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在していないため、記載しておりません。

４．第12期において平成15年９月30日を基準日として平成15年11月20日付で分割比率１：２の株式分割を実施し

ております。 

５．第13期において平成17年３月31日を基準日として平成17年５月20日付で分割比率１：２の株式分割を実施し

ております。 

６．第14期の配当性向につきましては、連結の観点からの配当性向を40％とする方針に基づき算定しておりま

す。（配当性向：連結ベース40.00％。単体ベースでは80.84％） 

７．第14期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

８．第15期において当期純損失（連結）となったのは、事業撤退損失、貸倒引当金繰入等特別損失を計上したこ

と等によるものであります。 

９．第15期において当期純損失（提出会社）となったのは、関係会社株式評価損、貸倒引当金繰入等特別損失を

計上したことによるものであります。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年6月 平成16年6月 平成17年6月 平成18年6月 平成19年6月 

(2)提出会社の経営指標等          

売上高 （千円） 49,866,372 74,226,529 72,022,601 36,551,064 4,510,317 

経常利益 （千円） 2,467,507 3,629,661 5,689,394 2,640,857 1,652,660 

当期純利益又は純損失

(△) 
（千円） 1,267,470 1,962,427 3,314,384 1,528,493 △13,897,189 

資本金 （千円） 1,596,500 1,596,500 5,346,377 8,564,007 8,564,007 

発行済株式総数 （株） 143,130 286,260 633,452 686,452 686,452 

純資産額 （千円） 7,070,584 8,676,669 18,901,112 25,383,383 10,287,501 

総資産額 （千円） 23,478,919 30,664,129 43,899,888 25,943,652 27,775,051 

１株当たり純資産額 （円） 48,685.10 30,310.45 29,592.53 36,977.65 14,986.48 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当

額) 

（円） 
1,775 

（－）

2,060 

（－）

2,093 

（－）

1,800 

（－） 

－ 

（－） 

１株当たり当期純利益又

は純損失(△) 
（円） 8,349.30 6,855.40 5,216.07 2,359.50 △20,244.95 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 30.1 28.3 43.1 97.8 37.0 

自己資本利益率 （％） 20.2 24.9 24.0 6.9 △135.1 

株価収益率 （倍） 30.18 47.70 27.99 41.45 － 

配当性向 （％） 20.04 30.05 40.00 80.84 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

413 

(55) 

294 

(87) 

638 

(86) 

129 

(33) 

65 

(4) 



２【沿革】 

年月 事項 

平成 4年 7月 金融機関向けのＵＮＩＸ技術を基盤としたクライアント・サーバー型オープンシステムによる金

融戦略支援システムの販売を目的として、東京都江東区において日本アイ・ビー・エム株式会

社、株式会社野村総合研究所および株式会社クレスコの合弁会社として、商号をニュー・インテ

リジェント・ワークステーション・システムズ株式会社とし、資本金154百万円で設立 

金融戦略支援システムの販売を開始 

平成10年 1月 商号をニイウス株式会社に変更 

平成11年 3月 

平成11年 6月 

九州地区顧客サポート体制の強化を目的として福岡県福岡市早良区に福岡支店を新設 

東京地区顧客サポート体制の強化を目的として東京都中央区に茅場町支店を新設 

平成12年 5月 ソフトウェア開発協力会社の生産性向上のために東京都江東区木場に木場開発センターを新設 

平成12年 7月 IBMバリュー・ディストリビュータとしてユーディービィー・ジャパン株式会社を設立 

（当社出資比率100％ 平成15年９月ユーディービィー・リナックス・ジャパン株式会社に商号

変更） 

平成12年 9月 関西地区の営業拠点として大阪府大阪市淀川区に新大阪支店を新設 

平成13年 4月 SAN/ESSオープンシステム・センターを茅場町支店内に設置 

平成13年 9月 資本金を500百万円に増資 

平成14年 4月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場、資本金を1,596百万円に増資 

平成14年 5月 本社（本店）を東京都中央区に移転し、茅場町支店および木場開発センターを統合（茅場町支店

および木場開発センターは廃止） 

平成15年 6月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定 

平成15年 9月 委員会等設置会社へ移行 

  ニイウスＳＥ株式会社を設立 

(当社出資比率100％ 平成16年7月 株式会社ハルクシステム開発に社名変更) 

平成15年11月 株式会社ビックニイウス設立 

（当社出資比率51.0％ 現・連結子会社） 

平成16年 6月 ニイウスメディカルシステム株式会社設立。平成16年７月資本金を20億1,000万円に増資、平成

18年7月資本金を4,160百万円に増資。 

（当社出資比率100％） 

平成16年 7月 上記のニイウスメディカルシステム株式会社が株式会社ハルクの増資引受を実施 

（現在の当社の間接出資比率94.4％） 

平成16年 9月 監査役設置会社へ移行 

  ニイウスメディカルシステム株式会社が株式会社ハルクシステム開発を完全子会社化 

（当社の間接出資比率100％） 

平成16年12月 株式会社ハルク・マダム設立（ニイウスメディカルシステム株式会社の100％出資） 

（当社の間接出資比率100％） 

  資本金を5,346百万円に増資 

平成17年 7月 株式会社シーアイエスの営業一部譲受 

平成17年 8月 ニイウス分割準備株式会社の設立（平成18年1月4日ニイウス株式会社に商号変更）。平成18年1

月資本金を2,000百万円に増資、平成18年6月資本金を2,750百万円に増資、平成18年7月資本金を

2,850百万円に増資。 

（当社出資比率100％） 

平成17年11月 株式会社金融エンジニアリング・グループ（ＦＥＧ）の株式取得及び子会社化 

ハルクシステム開発をニイウスＳＥ株式会社に商号変更 

平成18年 1月 ニイウス コー株式会社が純粋持株会社として発足 

（ニイウス株式会社からニイウス コー株式会社への商号変更） 

ニイウスメディカルシステム株式会社の事業会社化 

平成18年 2月 株式会社ハルクはＭＢＯにより非連結子会社化 

（当社の間接出資比率およびニイウスメディカルシステム株式会社の出資比率14.9％） 

平成18年 3月 資本金を8,260百万円に増資 

 



年月 事項 

平成18年 4月 ニイウス・メディカル西日本システム株式会社の設立 

（当社出資比率60％） 

資本金を8,564百万円に増資 

平成18年 4月 金融業界等の経営者およびエンドユーザ部門責任者向けにニイウスアプリケーション・サービス

センター（呼称ナスク）を本店内に設置 

平成18年 6月 ニイウス ＳＡＴ株式会社の設立 

（当社出資比率100％） 

平成18年 7月 ニイウス株式会社を存続会社としてユーディービィー・リナックス・ジャパン株式会社を吸収合

併。資本金を2,850百万円に増資。 

  ニイウス レント株式会社の設立 

（当社出資比率100％） 

平成18年 8月 ニイウス・メディカル西日本システム株式会社が中国電力株式会社、広島ガス株式会社、株式会

社広島銀行、広島信用金庫、株式会社オムエルを引受先として資本金を100百万円に増資 

（当社出資比率51％） 

平成18年 9月 ニイウス レント株式会社を存続会社として株式会社ハルク・マダムを吸収合併。資本金を100百

万円に増資。 

平成19年 4月 ニイウス株式会社を存続会社としてニイウスＳＥ株式会社およびニイウス レント株式会社を吸

収合併。 



３【事業の内容】 

(1）事業の特徴 

 当社グループは、当社および連結子会社６社によって構成されております。当社および子会社は、コンピュータ

を利用して企業の抱える経営上の様々な問題（経営の合理化、競争力の強化、サービスの向上、コストの削減、顧

客満足度の向上等）に対し、解決を図るためのコンサルティング、ソリューションの提案、それを実現するための

情報システム環境の設計、システム要件の定義、システム設計、必要なソフトウェアの開発、システム機器の導

入、ネットワークの構築、ソフトウェアの導入、稼動したシステムの保守サービス等の情報サービス業を事業とし

て行なっております。 

 当社グループはインターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション（International Business  

Machines Corporation、以下「米国ＩＢＭ」）ビジネスパートナー制度に基づき、ソリューション・プロバイダー

として主に金融機関向けにＵＮＩＸ技術を基盤としたクライアント・サーバー型オープンシステムを提供してまい

りました。 

 ソリューション・プロバイダーという事業は、企業の抱える様々な問題（経営の合理化、コストの削減、サービ

スの向上、競争力の強化、顧客満足度の向上等々）に対し、ＩＴ（情報技術）によって解決を図る提案（コンサル

ティング・サービス）から必要なソフトウェアの開発、ハードウェア・ソフトウェアの導入・保守までの一貫した

サービスを行う事業であります。 

 顧客の情報システムに関する要望に基づき、それを実現するためのＩＴ環境を設計し、ソリューションとして提

案をするコンサルティング・サービスをするところから、システム要件の定義・システム設計・ネットワーク環境

の設計・アプリケーションソフトウェアの開発、システム機器の導入、ネットワーク構築、ソフトウェアの導入、

導入したシステムの保守サービスまでの幅広い情報システムサービスを提供しております。 

 当社は、設立の経緯からも金融機関の戦略情報システムの構築をＵＮＩＸ技術を基盤としたクライアント・サー

バー型オープンシステムで提供することに特化し、この分野では高い専門性を備えることで競争優位の確立を図っ

てまいりました。 

 現在、当社はＩＴシステムにおける高度なインフラ系のスキルを発揮し、金融機関を中心とした多くの企業にハ

ードウェア、ソフトウェア、ＳＥサービスという３つの切り口で事業を展開することで、ビジネス・サーバ・シス

テムによる情報システム構築を行うソリューション・プロバイダーとしての地位を確保しております。 

 当社はさらなる成長のためにインフラのみならず業務アプリケーションの強い企業への転換を図っております。

その取り組みとして、沖縄県名護市（国際情報通信・金融特区）にデータセンターを確立しました。堅牢な施設と

高度なセキュリティを持ったデータセンターを活用し、金融機関に向けアプリケーションの共同利用やオンライン

サービスを展開してまいります。 

 以上をふまえ、当社グループは堅調なディーラー・ビジネスに加え、ＡＳＰサービスをコアとしたサービス・ビ

ジネスに取り組んでおります。金融業界向けを中心に、さらにソリューションを細分化してお客様に提供できるサ

ービス・メニューの充実とお客様の獲得に邁進いたします。このために、ソリューション・パッケージを保有する

会社との業務提携や資本参加を実施したり、獲得したパッケージをＡＳＰ型に再構築することなど引続き取り組ん

でおります。 



(2）当社グループの提供する製・商品 

 当社グループのソリューションを構成する営業品目は以下のとおりであります。当社グループはこれらの営業

品目を組み合わせて、お客様の情報システムニーズを解決するソリューションを提供しております。 

事業の種類 営業品目 内容 

情報サービス 

ハードウェア（情報機器） 情報機器の販売 

ソフトウェア  

商  品 ソフトウェア商品の販売 

製  品 ソフトウェア製品の販売 

開発・SEサービスその他 

システム化に関するコンサルティング 

ソフトウェアの技術支援サービス 

ソフトウェアの導入・カスタマイズ 

ソフトウェアのメンテナンスサービス 

当社製ソリューションコアの販売 

当社製ソリューションコアの導入・技術支援 

システム設計・ソフトウェア開発・導入 

システムインフラ構築 

システムのメンテナンス 

データセンターサービス 



（事業系統図） 

 (注)ニイウス・メディカル西日本システム(株)は、平成19年７月１日にニイウス西日本システム(株)に商号変更いたし

ました。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．ニイウス株式会社とユーディービィー・リナックス・ジャパン株式会社は平成18年７月１日を合併期日とし

てニイウス株式会社を存続会社とする吸収合併を行ないました。これによりニイウス株式会社は、資本金が

2,850百万円に増資されました。 

２．ニイウス・メディカル西日本システム株式会社は、平成18年８月25日に、中国電力株式会社、広島ガス株式

会社、株式会社広島銀行、広島信用金庫、株式会社オムエルを引受先とする増資を行ないました。これによ

り、当社の議決権比率は51％になりました。また、平成19年７月１日に、ニイウス西日本システム株式会社

に商号変更しております。 

３．ニイウス株式会社は、平成19年４月１日に、ニイウスＳＥ株式会社およびニイウス レント株式会社を吸収

合併しております。なお、ニイウス レント株式会社は、平成18年７月３日、当社100％出資により設立した

会社であり、同社は平成18年９月１日に当社の連結子会社であった株式会社ハルク・マダムを吸収合併して

おります。 

４．ニイウス株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が、10％を超えております。また、債務超過の状況にあり、債務超過の金額は6,971百万円であります。 

５．ニイウスメディカルシステム株式会社は、債務超過の状況にあり、債務超過の金額は7,744百万円でありま

す。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業内容 

議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

ニイウス株式会社 

（注）1,3,4 

東京都 

中央区 
2,850 情報サービス業 100.0 役員の兼任あり 

ニイウスメディカルシステム株式

会社 

（注）5 

東京都 

中央区 
4,160 情報サービス業 100.0 

役員の兼任あり 

 資金援助あり 

株式会社ビックニイウス 
沖縄県 

名護市 
100 情報サービス業   51.0 役員の兼任あり 

ニイウス・メディカル西日本シス

テム株式会社 

（注）2 

広島県 

広島市 
100 情報サービス業     51.0 役員の兼任あり 

株式会社ニイウス金融エンジニア

リング・グループ 

東京都 

港区 
99 情報サービス業 100.0 － 

ニイウス ＳＡＴ株式会社 
東京都 

中央区 
50 各種サービス業 100.0 役員の兼任あり 

主要な損益情報等 (1)売上高 57,006百万円 

  (2)経常利益 139百万円 

  (3)当期純損失 14,909百万円 

  (4)純資産額 △6,971百万円 

  (5)総資産額 47,088百万円 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため職種別の従業員数を示すとつぎのとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、正社員、嘱託、受入出向社員を含んでおります。 

２．臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

３．前連結会計年度末に比べ133人減少しているのは、経費削減・合理化・効率化のため人員を削減したことに

よるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

３．前事業年度末に比べ64人減少しているのは、経費削減・合理化・効率化のため人員を削減したことによるも

のであります。 

(3）労働組合の状況 

 現在労働組合は置かれておりません。 

  平成19年6月30日現在

事業の職種別 従業員数（人） 

営業部門 118（2）   

システム部門 601（184）  

管理部門 155（3）   

合計 874（189）  

  平成19年6月30日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

65 （4） 35才1ヵ月 5年0ヶ月 6,480,000 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加および雇用情勢の改善な

どにより堅調な回復傾向をたどり、景気は緩やかに拡大しました。 

 一方で、情報サービス産業においては、お客様の情報化投資意欲は前向きであるものの、費用対効果の要求水

準が一段と高まり、受注競争は引き続き厳しい状況にありました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、金融機関のお客様に対して、ハードウェアやソフトウェアを提

供するディーラー・ビジネスをコア事業として進めながら、ＡＳＰサービスを中心とした金融サービス・ビジネ

スを推進するとともに、医療サービス・ビジネスにおいても統合医療情報システムの販売を積極的に展開してま

いりました。サービス・ビジネスに関しては、過年度より事業拡大に向けて一挙にサービス・メニューの品揃え

を図るため積極的な経営資源の投資を行ないました。当連結会計年度は、サービス事業への投資を前期で終了

し、本格的に回収に入る年と位置づけておりましたが、サービス・ビジネスの立ち上がりが大幅に遅れ、ディー

ラー・ビジネスにおいてもプロジェクトの次年度へのずれ込みが発生する等、サービス・ビジネスの未達分をデ

ィーラー・ビジネスでカバーできず、誠に遺憾ながら計画未達に終わりました。 

 金融サービス・ビジネスにおいては、国際勘定系オンラインサービス、ＡＴＭ－Ｘサービスは堅調に推移して

おります。 

 信販クレジット・サービスも契約が取れ始めてきております。メールアーカイブサービスはＪ－ＳＯＸ法対応

のためお客様の引き合いも多くなっており期待できる状況となって来ております。一方、金融勘定系サービス、

金融情報系サービスについては、お客様との検討に長時間を要しておりますが継続して着実に取り組んでおりま

す。 

 医療サービス・ビジネスにおいては、想定されるあらゆるチャネルを活用して、積極的にＡＳＰ型の統合医療

情報システムの販売を展開いたしましたが、医療機関の経営環境の変化に対応して、要求される高度なシステム

機能と予算のかい離が著しくなり、利益の出せるビジネス・モデルの構築が難しく、残念な結果となりました。

 一方、利益面に関しては、売上の立ち上がりの遅れにより、サービス・メニューを一挙に品揃えするために行

なった経営資源の投資による減価償却費の負担をカバーできず、販売管理費を当社グループとして徹底的に削減

し、前連結会計年度比約2,600百万円の削減を行ないましたが、結果的に損失を計上することとなりました。 

 このような状況の中で、医療サービス・ビジネスにおいて市場を見直し、慎重に事業計画を検討いたしました

結果、利益の出せる収益構造の構築、効率的経営の追求、財務体質の改善等の観点から、医療サービス・ビジネ

スにおいてこれ以上の事業を継続しても赤字継続の可能性が高くなることが推測されたため、投下資本が未回収

ではありますが、同事業からの全面撤退を決定いたしました。 

 さらに、金融サービス・ビジネスにおいては、減損会計の適用により資産の減損損失が発生しました。 

 これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高60,390百万円（前連結会計年度比21.8％減）、営業損失438

百万円(前連結会計年度は5,855百万円の営業利益)、経常損失554百万円（前連結会計年度は5,682百万円の経常

利益）となりました。また、医療サービス・ビジネスからの全面撤退に伴う事業撤退損失、減損会計適用による

金融サービス・ビジネスの立ち上がりの遅れによる減損損失、事業再編に伴う損失で29,274百万円の特別損失を

計上いたしましたので、当期純損失が30,265百万円（前連結会計年度は3,088百万円の当期純利益）となりまし

た。 

［医療サービス・ビジネスからの撤退に関しまして］ 

当社は10年前より医療事業にシステムインフラを提供してまいりました。 

 また、平成16年７月に医療の事業会社を買収し統合医療情報システムのアプリケーションの分野に参入し、大

型の病院システムの運用を含むシステムサービスを行なってきました。この時期は、国の施策として膨張した国

の医療負担（35兆円）を軽減するため、医療現場のシステム化が推進され始め、電子カルテをはじめとする統合

医療情報システムにより患者の来院から診療、検査、入院、治療、退院にいたるプロセスをすべてカバーして、

病院の売上、コスト、利益が計算できる仕組み作りが要求され始めていました。この需要予測は年間で3,000億

円市場と予想され、当社も参入を決定しました。参入当時は大型の売切り商談が主流でしたが、医療機関の独立

法人化の動きや、診療報酬制度の変革、特に診断群分類制度（ＤＰＣ）と包括支払方式を採用する病院が拡大



し、病院経営を効率化・合理化する動きが強まりましたことから、過去１年においては、持たない経営、地域連

携医療ＤＰＣのキーワードにより、データセンターによるＡＳＰ型サービスを求められるシステム需要に急速に

変化してきました。これに対応するために、当社のリソースは中堅の病院にむけてＡＳＰ型のサービスを提供す

ることとし、ＡＳＰ型の統合医療情報システムの開発とそのサービスを平成18年下期より開始しました。 

 この間、市場の要求に応えるため、国立大学病院と共同でＤＰＣの新システムの開発を行なうとともに、ニュ

ージーランドの地域連携医療の仕組みをサポートしているソフトの日本での提供を開始し、一定の評価を受け始

めました。 

 しかしながら、求められるシステムの高度な機能を提供するコストと顧客の予算のかい離が平成19年になって

急速に大きくなり、低予算で高度なサービスを継続することが困難になると判断いたしました。 

 このため、当社は医療サービス・ビジネスから撤退し、利益の拡大の見込める金融機関向けビジネスにリソー

スの集中化を行なうこととしました。これにより、医療事業で有する売切り型のソフトウェア資産、ＡＳＰサー

ビス用のソフトウェア資産ならびにそのサービス用のデータセンターの資産を除却処理することとしました。 

 当連結会計年度における特別損失による内訳は以下のとおりとなります。 

[特別損失の内訳] 

a.医療サービス・ビジネスからの全面撤退による事業撤退損失等 

b.金融サービス事業立ち上がりの遅れによる減損会計適用の損失等 

事業撤退損失 △20,717百万円 

ソフトウェア（売切用）  △8,385百万円 

ソフトウェア（ＡＳＰ用） △5,418百万円 

著作権 △1,126百万円 

データセンター閉鎖（リース資産の減損損失） △4,002百万円 

長期前払費用 △802百万円 

棚卸資産 △980百万円 

貸倒引当金繰入額  △1,619百万円 

小計 △22,337百万円 

ＡＳＰサービス用資産減損損失 △2,699百万円 

商品評価損 △1,884百万円 

小計 △4,583百万円 



c.事業再編に伴う損失等 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ

2,462百万円増加し、17,174百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は19,768百万円となりました。 

これは、主に税金等調整前当期純損失29,716百万円の他、事業撤退損失19,917百万円、減損損失2,699百万

円、貸倒引当金の増加2,147百万円、たな卸資産の増加△5,358百万円、売上債権の増加△4,138百万円、仕

入債務の減少△2,228百万円、および法人税等の支払で△3,083百万円等の結果によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は10,730百万円となりました。 

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出△8,130百万円、無形固定資産の取得による支出△4,551百万

円、有形固定資産の売却による収入1,254百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は32,959百万円となりました。 

これは、短期借入金の増加による収入34,198百万円、配当金の支払による支出△1,228百万円等によるもの

であります。 

固定資産除却損 △153百万円 

固定資産売却損  △22百万円 

事業所統合移転費用 △733百万円 

投資有価証券評価損 △880百万円 

貸倒引当金繰入額 △557百万円 

その他 △5百万円 

小計 △2,353百万円 

合 計 △29,274百万円 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 単一セグメントであるため、当社グループの提供するソリューションを構成するハードウェア（情報機器）、ソフ

トウェア、開発・ＳＥサービスその他の営業品目に即して開示しております。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。 

（注）１．当社グループの開発・ＳＥサービスについて記載しております。 

開発・SEサービスとは主にＳＥの情報システム構築に係るコンサルティングサービス、技術支援、コンピュ

ータ導入調整、ソフトウェアの開発、カストマイズ等の業務分野であります。 

２．金額は販売価格で表示しております。 

３．金額に消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況は次のとおりであります。 

  （注）１．開発・ＳＥサービスその他とは、主にＳＥの情報システム構築に係るコンサルティングサービス、技術支

援、コンピュータ導入調整、ソフトウェアの開発・カストマイズ等の他、機器のレンタル、保守サービス、

研修サービス等であります。 

２．金額に消費税等は含まれておりません。 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

前年同期比（％） 

開発・ＳＥサービス（千円） 10,845,535 △23.9 

合計（千円） 10,845,535 △23.9 

区分 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ハードウェア 23,402,643 △7.3 469,818 △32.3 

ソフトウェア 13,809,463 △47.4 399,725 +24.7 

開発・ＳＥサービスその他 23,503,659 △7.3 1,723,655 +37.6 

合計 60,715,766 △21.0 2,593,199 +14.3 



(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．開発・ＳＥサービスその他とは、主にＳＥの情報システム構築に係るコンサルティングサービス、技術支

援、コンピュータ導入調整、ソフトウェアの開発、カストマイズ等の他、機器のレンタル、保守サービス、

研修サービス等であります。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合（最終顧客ベース。リース会社経由等

含む。）は、以下の通りであります。 

３．業種別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合（最終顧客ベース。リース会社経由等含

む。）は、以下の通りであります。 

金融業には、銀行、証券、保険会社、リース会社、信販会社、投資顧問会社及び情報系子会社等の金融機関

が含まれております。 

     ４．金額に消費税等は含まれておりません。  

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

前年同期比（％） 

ハードウェア（千円） 23,627,290 △6.7 

ソフトウェア（千円） 13,730,339 △47.8 

開発・ＳＥサービスその他（千円） 23,033,061 △9.9 

合計（千円） 60,390,691 △21.8 

 相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

 販売高（千円）  割合（％）  販売高（千円）  割合（％） 

（株）三菱東京UFJ銀行 13,303,248 17.2 11,894,519 19.7 

（株）みずほ銀行 7,891,522 10.2 － － 

業種 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

金融業 

（銀行、証券、保険会社等） 
57,603,792 74.6 52,673,603 87.2 

医療業 8,125,386 10.5 2,741,369 4.5 

情報処理サービス業 3,201,502 4.1 1,582,911 2.6 

その他 8,249,991 10.7 3,392,848 5.6 

合計 77,180,672 100.0 60,390,691 100.0 



３【対処すべき課題】 

①債務超過の解消 

 当社グループは当連結会計年度において多額の損失を計上したことにより4,068百万円の債務超過となりまし

た。 

 なお、当社は債務超過の早期解消に向けて第三者割当増資を行なうことを決議し、引受予定先との間で株式引

受契約の締結を行ないました。この内容につきましては別途「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は

状況」の欄に開示しております。 

②事業基盤・事業体制の再構築 

 当社グループにおいては、グループ全体の収益改善に向けた事業基盤・事業体制の再構築が急務であると考え

ております。具体的にはグループ事業の戦略的な強化、グループ全体のコスト削減に努めて収益の改善を実現す

ることと認識しております。 

 「企業価値の回復」を実現することにより、株主をはじめとするステークホルダーの皆さまからの信頼に応え

る企業として業績の早期回復と財務体質の改善に全社を挙げて取り組んでまいります。 

 当社グループは、ディーラー・ビジネスとサービス・ビジネス（ＡＳＰサービス）を事業の二本柱として事業

展開してまいりました。今回の損失をふまえ、サービス・ビジネスの一端である医療サービス・ビジネスからは

全面撤退する決断をいたしました。 

 一方の金融業界における各ＡＳＰサービスにつきましては、その市場競争力と契約からサービスインにいたる

までの期間を厳密に分析した上で事業構造を再構築する必要があります。ＡＳＰサービスの実現は当社データセ

ンターでの運用がその中心となりますが、お客様データセンターとの連携での災害対策運用やシステムの一部バ

ックアップ対策の実現、他ソリューション・ベンダーとの製品・サービスでの協業によるサービス・レベルの向

上にも取り組んでまいります。 

またディーラー・ビジネスの中心的な作業であるシステム基盤系の有償作業につきましても上流から下流まで作

業全般のサービス・メニューのポテンシャルを再度見極め、システム構築作業に特化することなく、機械室の構

築や引越し、システムの災害対策の実現、性能評価やベンチマーク作業、システム更改に対するコンサルティン

グ作業（システム基盤の選定作業）など当社グループが長年積み上げてきたシステム基盤に対するノウハウを今

一度結集し、さらにその作業の幅と奥行きをさらに拡大実現できるサービス・メニューの構築もあわせて行なっ

てまいります。 

 従来のディーラー・ビジネスとＡＳＰサービスの拡充をはかるためには人材の育成がかかせません。医療ビジ

ネスにおけるリソースの金融へのシフトとコンサルタントやプロジェクト・マネージャーなどの全体的なスキル

の底上げに努めてまいります。 

③内部統制の強化 

 内部統制の強化は、組織的業務効率の向上、経営資源の有効活用、グループ各社間の連携強化のための重要な

課題です。すでに今期内部統制委員会を発足し、会社としての全般統制、業務統制、ＩＴ統制の３つの切り口で

現在の実状と問題点、今後の課題点などを検討してまいりました。今後は平成20年７月の事業年度開始からの内

部統制管理体制の実現にむけてさらなる仕組み作りに取り組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

 本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

①当社グループの事業環境について 

   当社グループが属する情報サービス産業においては、多様な業界からの市場参入のほか、大手コンピュータメ

ーカー自らの参入や事業再構築に伴う分社化による参入等が行なわれる可能性があります。競合会社の増加等に

より競争が激しくなった場合には当社グループの事業の売上減少や採算悪化による利益率の低下など、当社グル

ープの財政状態や経営成績に悪影響が生じる可能性があります。 

②情報システムの構築（ＳＩ案件）について 

   当社グループが顧客企業に納入する情報システムの構築に当たっては、ISO9001の品質マネジメント基準に準

拠した手法を用いて品質管理専門組織であるプロジェクト品質管理委員会によりプロジェクトの進捗状況につい

て評価を行ない、開発に伴うリスク管理の徹底を図っております。しかしながら、諸要件の変更、予期せぬトラ

ブルの発生等のために開発工数が当初の見積り以上に増加すること、あるいは納品後品質改善のための費用等が

発生することなどにより、開発プロジェクトの収益性が低下する可能性があります。 

③新規事業分野について 

   新規事業分野やコンピュータシステムに関する新技術分野への投資は十分事業性を評価して慎重に行なってお

りますが、当初の計画どおりの成果を得られる保証はありません。当初の計画どおりに遂行できなかった場合、

当該投資が当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

④情報管理について 

   情報サービス業に属する当社グループは業務上、顧客が保有する個人情報等の機密情報を取り扱う場合があ

り、当該機密情報が漏洩した場合には、顧客等からの損害賠償の請求や当社グループの信用失墜につながり、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤財務制限条項への抵触について 

   平成19年10月下旬に開催を予定している臨時株主総会での決議を前提とした第三者割当増資を計画しておりま

すが、当該決議が行なわれない場合、金融機関との契約の財務制限条項抵触に係る協議が調わないことから、期

限の利益喪失のおそれがあり、今後の資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

（ニイウス株式会社） 

（注）１．日本アイ・ビー・エム株式会社からは６ヶ月前の書面による通知、ニイウス株式会社からは１ヶ月前の書面に

よる通知で解約ができることとなっております。 

２．当事者一方から相手方に対して契約期間満了の１ヶ月前迄に書面による通知がない限り12ヶ月自動更新するこ

ととなっております。 

３．当事者一方から相手方に対して契約期間満了の３ヶ月前迄に書面による通知がない限り12ヶ月間自動更新する

こととなっております。 

 ＜コミットメントライン（特定融資枠）契約＞ 

   ニイウス株式会社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行18行とコミットメントライン（特定融資

枠）契約を締結しております。 

 特定融資枠契約の総額             20,000百万円 

 当連結会計年度末残高             20,000百万円 

 当連結会計年度末未実行残高            －百万円 

 ＜金銭消費貸借契約＞ 

ニイウス株式会社は長期運転資金の調達を行うため、平成17年７月１日付でみずほコーポレート銀行と

10,000百万円の金銭消費貸借契約を締結しております。 

（連結子会社間の合併） 

 前連結会計年度まで連結子会社でありました株式会社ハルク・マダムは平成18年９月１日付でニイウス レント株式

会社（平成18年７月３日付で新たに設立）と、ニイウスＳＥ株式会社及びニイウス レント株式会社は平成19年４月１

日付でニイウス株式会社と合併しております。なお、前連結会計年度の取締役会（平成18年４月25日開催）で決定され

たユーディービィー・リナックス・ジャパン株式会社とニイウス株式会社の合併は、平成18年７月１日付で実施されて

おります。 

 詳細につきましては「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」

をご参照ください。 

契約締結先 契約書 契約品目 契約期間 

日本アイ・ビー・

エム株式会社 

IBMビジネス・パートナー契約書 
・IBM製品／サービス取引に関

する条件 

期間の定めはありませ

ん(注1) 

IBMビジネス・パートナー契約書 

・IBM製ワークステーション・

ソフトウェア／サービス取引

に関する条件 

期間の定めはありませ

ん(注1) 

ソフトウェア業務委託包括契約書 

・日本アイ・ビー・エム株式会

社からニイウス株式会社への

ソフトウェアの開発業務委託

の基本条件 

期間の定めはありませ

ん(注2) 

IBMプロフェッショナル支援基本契

約書 

・ニイウス株式会社が日本ア

イ・ビー・エム株式会社に対

して技術支援サービスを委託

することに関する条件 

期間の定めはありませ

ん(注3) 

コンピュータ関連業務委託基本契約

書 

・日本アイ・ビー・エム株式会

社からニイウス株式会社への

ソフトウェア開発・アウトソ

ーシングサービス業務委託の

基本条件 

期間の定めはありませ

ん(注2) 



６【研究開発活動】 

  当連結会計年度の活動実績 

当社グループにおける研究開発活動は、 

１．ソリューションに関する先端領域動向の調査 

２．先端ソリューションに関する海外業務パッケージの調査、プロトタイプ開発 

３．コンピュータシステムに関する各種技術の将来動向調査 

４．先端的なコンピュータシステムの利用方法の動向調査 

 の４領域に分類されます。これらの研究開発活動は当社のシステムズエンジニアリング部門で取り組んでおりま

す。当連結会計年度において研究開発費は特に計上しておらず、営業支援活動の一環として行っております。当

連結会計年度における研究開発としては２．と４．のエリアにおいて、以下の２点を実施いたしました。 

 ① 金融分野におけるGridコンピューティングの動向調査のために、海外Grid製品メーカーと米国の大手金融

機関を視察。Gridによるコンピューティングのアプリケーション数やサーバー規模、運用体制、導入効果

等を調査。 

② 海外Gridミドルウェアメーカーの技術トレーニングによる技術を活用し、金融Gridのプロトタイプ的プロ

ジェクトに参加。 



７【経営成績および財政状況の分析】 

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

  当連結会計年度の経営成績について前連結会計年度との比較を行なうと以下のようになります。 

要約連結損益計算書 

①売上高 

  当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比21.8％減の60,390百万円となりました。サービス・ビジネスの立

ち上がりが大幅に遅れディーラー・ビジネスにおいてもプロジェクトの次年度へのずれ込みが発生する等で誠に

遺憾ながら前年度比マイナスの結果となりました。 

品目別実績は次のとおりであります。 

[ハードウェア]：ハードウェア売上高は23,627百万円（前連結会計年度比6.7％減）となりました。 

[ソフトウェア]：ソフトウェア売上高は13,730百万円（同47.8％減）となりました。 

 当社グループが保有するパッケージソフトウェアの販売が不調で前年度比大幅マイナスの結果となりまし

た。 

[開発・ＳＥサービスその他]：開発・ＳＥサービスその他売上高は23,033百万円（同9.9％減）となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費ならびに営業利益 

当連結会計年度の売上原価は50,262百万円(同13.6％減)となりました。営業利益は前連結会計年度に対して

6,294百万円減少し、△438百万円となりました。 

③経常利益 

当連結会計年度の営業外損益は△115百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度の経常損失は554百万円となり、前連結会計年度に比べて6,236百万円減少しまし

た。 

区 分 
平成18年6月期 平成19年6月期 前年同期比 

 金額（百万円）  金額（百万円） 増減率（％） 

売上高 77,180 60,390 △21.8 

 売上原価 58,158 50,262 △13.6 

売上総利益 19,022 10,128 △46.8 

 販売費及び一般管理費 13,166 10,567 △19.7 

営業利益 5,855 △438 △107.5 

営業外損益 △173 △115 － 

経常利益 5,682 △554 △109.8 

特別損益 174 △29,162 － 

税金等調整前当期純利益 5,856 △29,716 △607.4 

 法人税等 2,764 531 － 

少数株主利益 △3 △17 － 

当期純利益 3,088 △30,265 △1,079.9 



④当期純損失 

  当連結会計年度の特別利益は固定資産売却益82百万円等で、112百万円となっております。また、特別損失は

29,274百万円を計上しました。 

以上の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純損失は29,716百万円となり、当期純損失は30,265百万円と

なりました。 

(2) 当連結会計年度末の財政状態の分析 

  当連結会計年度末の資産及び負債・純資産の状況について前連結会計年度末との比較を行なうと以下のように

なります。 

要約連結貸借対照表 

[概況] 

   当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べて4,466百万円減少して66,690百万円となりました。 

   流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べて4,335百万円増加して43,063百万円となりました。 

   固定資産につきましては、無形固定資産の減少等により8,801百万円減少し23,627百万円となりました。 

負債につきましては、26,965百万円増加し70,758百万円となりました。主な変動要因は短期借入金の増加に

よる流動負債の増加であります。 

株主資本につきましては、前連結会計年度末に比べて31,501百万円減少し△4,225百万円となりました。  

(3) 資本の財源および資金の流動性についての分析 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況につきましては、第２事業の状況の１．業績等の概要 (2)

キャッシュ・フローをご参照ください。 

 
平成18年 
6月期末 

 平成19年 
 6月期末 

 
平成18年 
6月期末 

平成19年 
 6月期末  

区 分 
金 額 

 (百万円） 
 金 額 

 （百万円） 
区 分 

金 額 
 （百万円） 

金 額  
 （百万円）  

資産の部 

流動資産 

 現金預金 

 売掛金 

 棚卸資産 

 前払費用 

 その他 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産 

38,728 

14,712 

13,947 

6,514 

1,115 

2,438 

32,428 

7,091 

19,621 

5,716 

43,063 

17,174 

12,197 

7,522 

2,183 

3,985 

23,627 

7,950 

10,316 

5,359 

負債の部 

流動負債 

 買掛金 

 短期借入金 

 未払法人税等 

 前受金 

 その他 

固定負債 

33,696 

17,711 

1,953 

1,640 

4,026 

8,363 

10,096 

57,129 

15,483 

36,152 

56 

2,807 

2,628 

13,629 

  負債合計 43,793 70,758 

 

純資産の部 

  

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

  

8,564 

9,162 

9,549 

  

8,564 

9,162 

△21,951 

  株主資本合計 27,275 △4,225 

  評価・換算差額等 － 36 

  少数株主持分  88 120 

  純資産合計  27,364 △4,068 

資産合計 71,157 66,690 負債純資産合計 71,157 66,690 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した設備投資の総額は12,682百万円で、その主なものは次のとおりです。 

 ＡＳＰサービスを中心としたサービス・ビジネスのソリューションの投資等で、有形固定資産の取得8,130百万

円、無形固定資産の取得4,551百万円となっております。 

 また、医療サービス・ビジネスからの全面撤退による事業撤退損失で、データセンター閉鎖4,002百万円、ソフト

ウェア13,803百万円、著作権1,126百万円、および金融サービス事業立ち上がりの遅れによる減損会計の適用の損失

で、ＡＳＰサービス用資産減損損失2,699百万円、さらに、事業再編に伴う損失で、固定資産除却損・売却損175百万

円、事業所統合移転費用733百万円を計上しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．事業の種類別セグメントは情報サービス単一であります。 

２．当社は事業用建物を賃借しております。賃借の条件等は下記のとおりです。 

３．上記のほかソフトウェア168,581千円があります。 

     ４．上記のほかリ―ス契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  平成19年６月30日現在

事業所名 
(所 在 地) 

設備の内容 

   帳 簿 価 額   （千円）   従業員数 
(人) 

（ ）内、 
外数（派遣、
契約社員） 

建物及び 
付属設備 

工具器具 
及び備品 

土地 合計 

本   社 

（東京都中央区） 

建物附属設備及びコ

ンピュータ機器 
659,408 94,774 － 754,183 65（4） 

事業所名 
(所在地) 

開設時期 賃借面積（坪） 年間賃料(千円) 

本社 

(東京都中央区) 
平成14年5月 4,026.74 

1,322,174 

（同居の子会社に

按分して請求） 

名   称 台 数 期間（年） 年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

 茅場町ファーストビル増床 1式 5年 141,554 388,174 

拡張ネットワークシステム 1式 5年 29,118 80,076 

 茅場町ファーストビル 

 移転プロジェクト 
1式 6年 83,669 76,696 

モバイルオフィスシステム 1式 5.5年 23,885 65,684 

茅場町ファーストビル 

レイアウト変更 
1式 5年 16,654 45,799 



（2）国内子会社 

 （注）１．事業の種類別セグメントは情報サービス単一であります。 

２．事業所は賃借しております。 

３．上記のほかニイウス（株）に、ソフトウェア2,551,630千円、ソフトウェア仮勘定5,910,847千円がありま

す。 

４．上記のほかリース契約による主な賃貸設備は次のとおりであります。 

 （3）在外子会社 

    在外子会社はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

 会社名 
事業所名 

（所在地）  
 設備の内容 

   帳 簿 価 額   （千円） 
従業員数 
(人) 

建物 
工具器具 
及び備品 

 建設 
仮勘定 

合計 

ニイウス(株) 

 本社 

（東京都

中央区） 

 建物付属設備及

びコンピュータ

機器 

－ 9,345 4,052,605 4,061,950 575（141）  

同上 

名護支店 

（沖縄県

名護市） 

 建物付属設備及

びコンピュータ

機器 

29,656 2,956,359 － 2,986,015 3（ 38）  

(株)ビック 

ニイウス  

 本社 

（沖縄県

名護市） 

 建物付属設備及

びコンピュータ

機器 

26,054 2,416 － 28,471 101（  9）  

(株)ニイウス

金融エンジニ

アリング・グ

ループ  

 本社 

（東京都

港区） 

 建物付属設備及

びコンピュータ

機器 

9,036 10,268 － 19,305 62（ －）  

名称 台数  期間（年） 
年間リース料 
（千円） 

リース契約 
残高 

（千円） 

バンキングオンライン 

アーカイブシステム 
1式  6年 270,458 1,126,910 

 沖縄Bank/E共同化プロジェクト 1式  9年 140,610 738,202 

eServerpSeries650モデル6M2等 1式  10年 72,688 569,395 

情報系システム構築支援機器  1式  5年 155,520 388,800 

金融機関向け勘定・ 

情報パッケージ 
 1式  6年 68,778 315,232 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,800,000 

計 1,800,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 686,452 686,452 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 686,452 686,452 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割 

平成15年９月30日を分割基準日として分割比率１：２の株式分割を実施しました。 

２．有償・一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     256,425円 

資本組入額    123,084円 

払込金総額   7,499百万円 

３．株式分割 

平成17年３月31日を分割基準日として分割比率１：２の株式分割を実施しました。 

４．有償・一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     126,750円 

資本組入額     60,710円 

払込金総額   5,828百万円 

５．有償・第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

発行価格     126,750円 

資本組入額     60,710円 

割当先    三菱UFJ証券(株) 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年11月20日 

（注）1 
143,130 286,260 － 1,596,500 － 1,723,500 

平成16年12月14日 

（注）2 
30,466 316,726 3,749,877 5,346,377 3,749,877 5,473,377 

平成17年５月20日 

（注）3 
316,726 633,452 － 5,346,377 － 5,473,377 

平成18年３月22日  

（注）4 
48,000 681,452 2,914,080 8,260,457 2,914,080 8,387,457 

平成18年４月14日  

（注）5 
5,000 686,452 303,550 8,564,007 303,550 8,691,007 



(5）【所有者別状況】 

 （注） 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株含まれております。 

  平成19年６月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 38 47 197 74 11 29,716 30,083 － 

所有株式数 

（株） 
－ 53,513 82,936 43,261 47,615 126 459,001 686,452 -  

所有株式数の

割合（％） 
－ 7.8 12.1 6.3 6.9 0.0 66.9 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式

数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1丁目9－1 56,357 8.21  

株式会社クレスコ 
東京都港区港南2丁目-15-1 品川インターシティA棟 

26階 
26,600 3.87  

バークレイズバンクピーエル

シーバークレイズキャピタル

セキュリティーズエスビーエ

スピービーアカウント 

1 CHURCHILL PLACE, LONDON E14 5HP, UNITED KINGDOM 

9,755 1.42  

 （常任代理人 

 スタンダードチャータード銀

行） 

（東京都千代田区永田町2丁目11－1 山王パークタワ

ー21階） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町2丁目－11－3 9,488 1.38  

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー

505019  

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518 IFSC  

DUBLIN, IRELAND 

8,075 1.17  
 （常任代理人 

 株式会社みずほコーポレート

銀行兜町証券決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6番7号 ） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1丁目8－11 6,605 0.96  

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 5,219 0.76  

ジブラルタ生命保険株式会社

(一般勘定株式D口) 
東京都千代田区永田町2丁目13-10 

4,954 0.72   （常任代理人 

 日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社） 

（東京都中央区晴海1丁目8－11） 

ソシエテジェネラルパリセン

ターキューエフ 

17 COURS VALMY 92987 PARIS-LA DEFENSE EDEX 

FRANCE 

4,718 0.68   （常任代理人 

 ソシエテジェネラル証券会社

東京支店） 

（東京都港区赤坂1丁目12-32 アーク森ビル） 

三菱UFJ信託銀行株式会社(信

託口) 
東京都千代田区丸の内1丁目4－5 3,804 0.55  

計 － 135,575 19.72  



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15株（議決権の数15個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  686,452 686,452 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 686,452 － － 

総株主の議決権 － 686,452 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社グループは経営の基本方針のもと、高収益体質の確立、財務体質の強化を通じて企業価値の増大を図るととも

に業績に連動した適正な利益配分を行なうことを基本方針としております。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行なうことを基本方針としており、この期末配当の決定機関は株主総

会であります。また、当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株

主もしくは登録株主質権者に対して、中間配当を行なうことができる」旨を定款に定めております。 

 当社は、業績に連動して利益配分を行ない、株主利益の向上を図ることを基本方針としておりましたが、当事業年

度の期末配当金につきましては、当期純利益が多額な損失となる厳しい状況であり、無配とすることと決定いたしま

した。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．当社は平成14年４月10日付をもって東京証券取引所市場第二部に株式を上場いたしました。また、平成15年

６月２日付をもって同市場第一部に上場いたしております。 

２．□印は、株式分割（１株→２株）による権利落後の最高・最低株価であります。 

  なお、※１は平成15年９月30日を基準日として実施したもので、※２は平成17年３月31日を基準日として

実施したものです。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

最高（円） 274,000 
488,000 

※１□ 364,000 

350,000 

※２□ 175,000 
163,000 103,000 

最低（円） 90,500 
246,000 

※１□ 180,000 

134,000 

※２□ 116,000 
97,800 25,290 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 78,900 72,500 44,700 42,500 31,750 32,800 

最低（円） 72,300 44,500 29,380 31,900 25,880 26,950 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

代表取締

役 

会長兼社長 

取締役会議長 
末貞 郁夫 昭和22年11月8日 

昭和46年 4月 日本アイ・ビー・エム株式会

社入社 

平成 4年 3月 日本アイ・ビー・エム株式会

社ソリューション統括・金融

ソリューション副部長 

平成 4年 7月 当社代表取締役（代表取締役

会長兼社長） 

平成 6年 1月 日本アイ・ビー・エム株式会

社 退社 

平成15年 9月 当社取締役会長 

  兼代表執行役社長 

平成16年 9月 当社代表取締役会長兼社長 

平成17年 9月 当社代表取締役会長 

取締役会議長 

平成18年 1月 ニイウス株式会社取締役 

平成18年 9月 ニイウス株式会社 

代表取締役会長 

平成19年 9月 当社代表取締役会長兼社長 

取締役会議長（現任） 

(注)1 3,645 

取締役   大村 紘一 昭和17年1月24日 

昭和41年 4月 日本アイ・ビー・エム株式会

社入社 

平成 7年 7月 当社に入社 経営企画本部長 

平成 8年 9月 当社取締役 

平成11年 9月 当社執行役員副社長 

平成12年 9月 当社常勤監査役 

平成13年 9月 当社取締役副会長 

平成16年 9月 当社代表取締役副会長 

平成18年 1月 当社取締役（現任） 

ニイウス株式会社取締役 

ニイウスメディカルシステム

株式会社監査役 

平成18年 9月 ニイウスメディカルシステム

株式会社取締役（現任） 

平成18年 9月 ニイウス株式会社 

代表取締役副会長 

(注)1 1,216 

取締役   三上 昌志 昭和27年7月26日 

昭和52年 4月 日本アイ・ビー・エム株式会

社入社 

平成14年 7月 当社入社 

平成15年 4月 当社理事 第七プロジェクト

担当 

平成16年 1月 当社執行役副社長 サービス

技術担当 

平成16年11月 当社執行役員理事 総務担当 

平成18年 6月 当社執行役員理事 管理・法

務・総務担当 

平成18年 9月 当社取締役（現任） 

(注)1  50 

 



（注）１.平成19年10月下旬開催予定の臨時株主総会終結の時をもって、代表取締役会長兼社長 末貞郁夫、取締役 大

村紘一および取締役 三上昌志は、取締役を退任いたします。 

２.平成16年９月17日の株主総会決議から４年 

３.監査役の萬幸男、中西紀子の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４.平成19年9月26日開催の第15回定時株主総会終結の時をもって、割方美奈子は代表取締役を退任いたしました。

また、同総会終結の時をもって、吉兼晴雄は取締役を退任いたしました。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

監査役   落合 隆 昭和25年5月26日 

昭和48年 4月 野村コンピュータ・システム

株式会社入社 

昭和63年11月 株式会社野村総合研究所 

  開発管理部次長 

平成12年 4月 当社理事先進システムSE担当 

平成13年 4月 当社執行役員理事、証券シス

テムアーキテクト兼OSEシス

テム技術担当 

平成13年 9月 当社取締役 

平成15年 9月 当社取締役兼執行役 

平成16年 9月 当社常勤監査役（現任） 

平成18年 1月 ニイウス株式会社 

常勤監査役（現任） 

ニイウスSE株式会社 

監査役 

平成18年 4月 ニイウス・メディカル西日本

システム株式会社常勤監査役

（現任）  

平成18年 6月 ニイウス ＳＡＴ株式会社 

常勤監査役（現任） 

平成18年 9月 株式会社ビックニイウス 

監査役（現任） 

ニイウスメディカルシステム

株式会社常勤監査役（現任） 

4年 

(注)2 
112 

監査役 

 (非常勤) 
  萬 幸男 昭和32年3月22日 

昭和61年 4月 弁護士登録 第二東京弁護士

会 

  日本アイ・ビー・エム株式会

社社内弁護士 

平成 8年 4月 日本アイ・ビー・エム株式会

社退社 

萬弁護士事務所開業 

平成12年 4月 当社顧問弁護士 

平成13年 9月 当社監査役 

平成14年 9月 当社監査役辞任 

平成16年 9月 当社監査役（現任） 

平成18年 1月 ニイウス株式会社 

監査役（現任） 

ニイウスSE株式会社 

監査役 

平成18年 9月 ニイウスメディカルシステム

株式会社 監査役（現任） 

4年 

(注)2 
－ 

監査役 

 (非常勤) 
  中西 紀子 昭和48年4月22日 

平成11年 4月 弁護士登録 

平成11年 4月 栄枝明典法律事務所（現 栄

枝総合法律事務所）入所（現

在） 

平成18年 7月 当社仮監査役選任 

平成18年 9月 当社監査役（現任） 

ニイウス株式会社 

監査役（現任） 

ニイウスSE株式会社 

監査役 

ニイウスメディカルシステム

株式会社監査役（現任） 

4年 

(注)2 
－ 

計 5,295 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 (1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

  ①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は継続的な安定成長の実現と高収益体質の確立・強化に向けて、的確かつ迅速な意思決定と機動的な業

務執行を行なえるよう経営体制を整備するとともに、経営に対するチェック機能の充実を図り経営の健全性を

確立し、株主および証券市場に対し経営の透明性を高めていくことがコーポレート・ガバナンスの重要な目的

と考えております。 

 ②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 当社は、６年前、平成13年１月に取締役会の改革を推進し執行役員制度を導入するとともに、取締役会の補

助機関として、取締役推薦委員会、役員報酬委員会、訴訟委員会、執行役員会、経営会議、財務・資本委員

会、人事・組織委員会、プロジェクト品質管理委員会、組織労務委員会、コンプライアンス室を設置し、意思

決定の迅速化と機動的な業務執行体制の確立に取り組むと共に経営の健全化、経営の透明性の向上に取り組ん

でまいりました。 

    ４年前、平成15年９月の定時株主総会の決議を経て委員会等設置会社へ移行し、経営の監督と執行を分離い

たしました。経営の基本方針と監督を担う取締役会の補助機関として、法定の監査委員会、指名委員会、報酬

委員会の三委員会に加えて、法務委員会、人事組織委員会を設置いたしました。また、業務の執行を担う執行

役が経営執行に関する重要事項を合議決定する機関として執行役会を設置するとともに、執行役会の補助機関

として、企画委員会、組織労務委員会、SE人事委員会、経営会議、プロジェクト品質管理委員会、財務・資本

委員会、SE原価管理委員会の7委員会を設置いたしました。 

 ３年前、平成16年９月の定時株主総会の決議を経て委員会等設置会社から発展的に進化させた監査役制度採

用会社といたしました。新たなガバナンス体制においては、取締役会の補助機関としての委員会と、執行役員

会の補助機関としての委員会とにミッションを明確に分け、委員会の機動的.有機的な活用とコンテンション

を生かした意思決定による健全性の確保を行ない、更なるコーポレート・ガバナンスの強化を図ることといた

しました。 

 平成16年度は、取締役10名、監査役３名の体制で監査役制度採用会社のガバナンス機構で経営を行なってま

いりました。取締役会を補助する機関として、コーポレート本社委員会（戦略立案委員会を発展的に改組）、

役員報酬委員会、取締役推薦委員会、独立法務委員会、企画委員会、財務・資本委員会を設置いたしておりま

す。取締役推薦委員会と役員報酬委員会は、委員会設置会社の指名委員会と報酬委員会に準じた機能を果たし

ており、両委員会の委員の過半数は社外の有識者により構成されております。 

  業務執行責任をもつ代表取締役社長の直属に全執行役員が出席する経営会議、執行役員会を組織化してお

り、取締役会は月１回、経営会議は毎週開催し、迅速な意思決定と機動的な業務執行の実践が出来る経営体制

といたしました。 

  監査役３名の内２名は社外監査役で両氏とも弁護士であります。１名の常勤監査役は常時執務しており、

社内の重要な会議・委員会に常時出席する他、重要な書類・契約書の閲覧を行ない、内部監査室、外部監査人

である監査法人トーマツとの連携により取締役の職務執行を十分監視できる体制をとっております。 

  平成17年６月20日開催の取締役会において、平成18年１月１日を目処に純粋持株会社体制に移行するため

の準備に入ることを決議いたしました。 

  この組織変更の目的は、当社グループの企業価値を最大限に株主に還元すること、株主の意向をグループ

全体に反映させることにより株主重視の経営体制をさらに強化すること、意思決定・監督機能と事業執行機能

を明確に分離し経営のスピードを高めるとともに経営の透明性を更に向上させること、および企業グループ戦

略に基づき経営資源の最適化を図ることで効率的な経営体制を確立することであります。 

  組織変更は会社分割により当社を持株会社（社名はニイウス コー株式会社）と事業会社（社名はニイウス

株式会社）に分割し、持株会社が東証第一部に上場を継続することが平成17年９月21日開催の株主総会にて承

認され、平成18年１月に計画通り純粋持株会社体制に移行いたしました。 



 ③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近一年間における実施状況 

 平成18年度において取締役会は14回開催され、的確かつ迅速な経営に関する各種意思決定、定期的な経営状

況のレビュー等を通じて経営体制を整備するとともに、経営の健全化、経営の透明性の向上に取り組んでまい

りました。平成18年度において監査役会は２回開催され、内部統制体制、リスクマネジメント体制に関して取

締役会に提言・勧告を行なってまいりました。 

  平成18年１月１日に持株会社となったニイウス コー株式会社は、取締役会の補助機関として、コーポレー

ト本社委員会、役員報酬委員会、取締役推薦委員会、独立法務委員会、財務・投資企画・資本委員会の５委員

会を設置すると共に、内部監査室、コンプライアンス室を持株会社取締役会の直属とし、内部監査室は１名、

コンプライアンス室は１名で、会計監査人および監査役会と必要に応じ適宜連携を行ない、傘下企業全般の内

部統制の充実、コンプライアンス体制の強化を図っております。 

 また、ニイウス コー株式会社代表取締役社長を補佐する機関として代表取締役社長を議長とする内部統制

委員会、人事組織担当執行役員を議長とする人事組織委員会、組織労務委員会、品質管理を担当するＳＥ管理

担当を議長とするプロジェクト品質管理委員会、ＣＩＯを議長とする情報システム委員会、ＣＳＯを議長とす

るセキュリティ委員会の６つの委員会を設置し、月１回から２回の頻度で開催し、経営課題の重要事項につい

て審議を行なっております。 

 ④内部統制システムの整備の状況 

 内部統制の強化は、組織的業務効率の向上、経営資源の有効活用、グループ各社間の連携強化のための重要

な課題です。すでに今期内部統制委員会を発足し、会社として全社統制、業務統制、ＩＴ統制の３つの切り口

で現在の実状と問題点、今後の課題点などを検討してまいりました。今後は平成20年７月の事業年度開始から

の内部統制管理体制の実現にむけてさらなる仕組み作りに取り組んでまいります。 

 内部統制委員会は代表取締役社長が委員長となり、人事、総務・法務、コンプライアンス室がメンバーとな

り推進しています。こちらのメンバーはタスクの１つである全社統制チームを兼務しています。業務統制チー

ムには、業務管理、企画、財務、経理、営業業務のメンバーが参画しています。ＩＴ統制チームは情報システ

ム、システム企画が参画しています。 

 現状の問題点および課題点を平成19年12月末までに終了し、平成20年７月からの事業年度にむけて内部統制

の強化を実施してまいります。 



委員会のプロジェクト体制 

(2) 取締役、監査役に支払った報酬等の額 

（平成18年7月1日～平成19年6月30日） 

 (注) （ ）内は社外監査役分であります。 

(3) 監査報酬の内容 

      当社および当社の子会社は監査法人トーマツとの間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。当年度

において会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および会計監査業務に係る補助者の構成は次の通りです。な

お、連続して監査関連業務を行なった年数については全員７年以内であるため記載しておりません。 

     当社が監査法人トーマツに支払った監査およびその他のサービスに係る報酬は次の通りです。 

 (4) 自己の株式の取得 

 当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の

株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

 

定額報酬 賞与金 退職慰労金 

支給人員 
支給額 
（千円） 

支給人員 
支給額 
（千円） 

支給人員 
支給額 
（千円） 

取締役 5 105,959 － － － － 

監査役 
3 

(2) 

31,528 

 (14,140) 
－ － － － 

合 計 8 137,487 － － － － 

 指定社員 松岡幸秀、上坂健司 

 会計監査業務に係る補助者の構成 公認会計士７名、会計士補等８名、その他４名 

公認会計士法第２条第１項の監査証明

業務に基づく報酬等の合計額 
47,100,000円

上記以外の報酬等の合計額 －円

合計 47,100,000円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

    前連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

    前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法 第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日ま

で）及び前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）並びに当連結会計年度（平成18年７月１日から

平成19年６月30日まで）及び当事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年6月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年6月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     14,712,940     17,174,986  

２．売掛金     13,947,135     12,197,191  

３．商品     6,272,330     6,439,273  

４．仕掛品     242,265     1,083,145  

５．前渡金     755,841     1,315,011  

６．前払費用     1,115,482     2,183,768  

７．未収入金     577,497     439,000  

８．未収法人税等     303,966     1,615,198  

９．未収消費税等     564,596     533,990  

10．繰延税金資産     206,795     26,681  

11．その他     30,673     56,163  

貸倒引当金     △1,100     △790  

流動資産合計     38,728,426 54.4   43,063,622 64.6 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1)建物   1,816,694     1,395,091    

減価償却累計額   △499,683 1,317,011   △581,597 813,494  

(2)工具器具及び備品   480,947     3,511,031    

減価償却累計額   △155,247 325,700   △416,068 3,094,962  

(3)土地     797,880     ―  

(4)建設仮勘定     4,650,651     4,042,417  

有形固定資産合計     7,091,243 10.0   7,950,874 11.9 

２．無形固定資産              

(1)ソフトウェア     8,358,151     2,718,642  

(2)電話加入権     5,573     5,573  

(3)ソフトウェア仮勘定     8,820,196     5,791,753  

(4)連結調整勘定     1,658,397     ―  

(5)著作権     475,000     ―  

(6)営業権     302,798     ―  

(7)のれん     ―     1,798,786  

(8)その他     1,330     1,615  

無形固定資産合計     19,621,447 27.6   10,316,371 15.5 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年6月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年6月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産              

(1)投資有価証券 ※2   3,347,463     1,669,555  

(2)長期性預金     ―     225,000  

(3)従業員長期貸付金     26,586     29,899  

(4)敷金及び保証金     1,467,446     1,317,210  

(5)長期前払費用     765,515     56,798  

(6)繰延税金資産     77,362     12,119  

(7)会員権     67,950     43,950  

(8)長期営業債権等     ―     4,188,855  

  貸倒引当金     △36,250     △2,183,578  

投資その他の資産合計     5,716,075 8.0   5,359,809 8.0 

固定資産合計     32,428,766 45.6   23,627,055 35.4 

資産合計     71,157,192 100.0   66,690,677 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年6月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年6月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     17,711,800     15,483,794  

２．短期借入金 ※1,3   1,953,655     36,152,563  

３．未払金     5,015,533     797,476  

４．未払費用     355,793     343,143  

５．未払法人税等     1,640,955     56,421  

６．未払消費税等     101,286     59,593  

７．前受金     4,026,658     2,807,934  

８．預り金     2,792,664     197,026  

９．繰延税金負債     1,387     77,713  

10．賞与引当金     97,000     60,700  

11．受注損失引当金     ―     148,895  

12．リース資産減損勘定     ―     931,894  

13．その他     ―     12,284  

流動負債合計     33,696,733 47.3   57,129,441 85.7 

Ⅱ 固定負債              

１．長期借入金  ※3   10,059,942     10,034,814  

２．長期未払金     10,276     ―  

３．長期前受金     ―     92,678  

４．繰延税金負債     ―     25,329  

５．退職給付引当金     26,204     27,809  

６．リース資産減損勘定     ―     3,448,873  

固定負債合計     10,096,423 14.2   13,629,504 20.4 

負債合計     43,793,156 61.5   70,758,946 106.1 

               

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     8,564,007 12.1   8,564,007 12.8 

２．資本剰余金     9,162,007 12.9   9,162,007 13.7 

３．利益剰余金     9,549,771 13.4   △21,951,365 △32.9 

株主資本合計     27,275,785 38.4   △4,225,350 △6.4 

Ⅱ 評価・換算差額等              

その他有価証券評価差
額金 

    ― －   36,920 0.1 

評価・換算差額等合計     ― －   36,920 0.1 

Ⅲ 少数株主持分     88,250 0.1   120,161 0.2 

純資産合計     27,364,036 38.5   △4,068,268 △6.1 

負債純資産合計     71,157,192 100.0   66,690,677 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     77,180,672 100.0   60,390,691 100.0 

Ⅱ 売上原価     58,158,438 75.4   50,262,277 83.2 

売上総利益     19,022,233 24.6   10,128,413 16.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2   13,166,632 17.0   10,567,003 17.5 

営業利益又は営業損失(△)     5,855,600 7.6   △438,589 △0.7 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息配当金   7,682     15,763    

２．受取賃貸料   40,497     36,916    

３．受取解約違約金   48,155     150,910    

４．その他   25,953 122,289 0.2 116,276 319,867 0.5 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   150,125     352,856    

２．支払手数料   11,240     5,927    

３．債権売却損   52,067     56,332    

４．新株発行費   62,032     ―    

５．その他   20,288 295,754 0.4 20,432 435,549 0.7 

経常利益又は経常損失(△)     5,682,135 7.4   △554,271 △0.9 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入額   76     30,000    

２．投資有価証券売却益   500     ―    

３．関係会社株式売却益   217,377     ―    

４．固定資産売却益  ※3 ― 217,953 0.3 82,105 112,105 0.1 

               
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．商品評価損   ―     1,884,245    

２．固定資産除却損 ※5 35,068     153,499    

３．固定資産売却損 ※4 ―     22,876    

４．投資有価証券評価損   ―     880,713    

５．会員権評価損   8,350     5,400    

６．貸倒引当金繰入額   ―     2,177,328    

７．事務所統合移転費用   ―     733,710    

８．事業撤退損失 ※7  ―     20,717,438    

９．減損損失  ※6 ― 43,418 0.1 2,699,553 29,274,767 48.4 

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△） 

    5,856,670 7.6   △29,716,933 △49.2 

法人税、住民税及び事業
税 

  2,632,787     209,587    

法人税等調整額   132,064 2,764,852 3.6 321,683 531,270 0.9 

少数株主利益     △3,272 △0.0   △17,318 △0.0 

当期純利益又は当期純損
失（△） 

    3,088,545 4.0   △30,265,523 △50.1 

               



③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 平成17年7月1日 至平成18年6月30日） 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

  株主資本 
少数株主持分 純資産合計 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年６月30日 残高 

（千円） 
5,346,377 5,944,377 7,976,657 19,267,411 128,358 19,395,770 

連結会計年度中の変動額             

新株の発行 3,217,630 3,217,630   6,435,260   6,435,260 

剰余金の配当     △1,325,815 △1,325,815   △1,325,815 

利益処分による役員賞与     △172,167 △172,167   △172,167 

連結の範囲の変更による減

少 
    △17,449 △17,449   △17,449 

当期純利益     3,088,545 3,088,545   3,088,545 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
        △40,108 △40,108 

連結会計年度中の変動額合計

（千円） 
3,217,630 3,217,630 1,573,113 8,008,373 △40,108 7,968,265 

平成18年６月30日 残高 

（千円） 
8,564,007 9,162,007 9,549,771 27,275,785 88,250 27,364,036 

  株主資本 
評価・換算

差額等 

少数株主持分 純資産合計 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価

証券評価差

額金 

平成18年６月30日 残高 

（千円） 
8,564,007 9,162,007 9,549,771 27,275,785 － 88,250 27,364,036 

連結会計年度中の変動額               

剰余金の配当     △1,235,613 △1,235,613     △1,235,613 

当期純損失     △30,265,523 △30,265,523     △30,265,523 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
        36,920 31,911 68,831 

連結会計年度中の変動額合計

（千円） 
－ － △31,501,136 △31,501,136 36,920 31,911 △31,432,304 

平成19年６月30日 残高 

（千円） 
8,564,007 9,162,007 △21,951,365 △4,225,350 36,920 120,161 △4,068,268 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

税金等調整前当期純利益（△は
純損失） 

  5,856,670 △29,716,933 

減価償却費   993,477 1,279,681 

連結調整勘定償却   111,078 － 

営業権償却   75,799 － 

のれん償却額   － 162,409 

退職給付引当金の増加額（△は
減少額） 

  6,101 1,604 

賞与引当金の増加額（△は減少
額） 

  △39,428 △36,300 

貸倒引当金の増加額（△は減少
額） 

  292 2,147,018 

受注損失引当金の増加額（△は
減少額） 

  － 148,895 

受取利息及び配当金   △7,682 △15,763 

支払利息   150,125 352,856 

為替差損（△は為替差益）   △1,100 △1,212 

繰延資産の償却額   26 － 

固定資産売却益   － △82,105 

固定資産売却損   － 22,876 

固定資産除却損   35,068 153,499 

商品評価損   48,312 2,577,029 

商品除却損   5,374 76,783 

会員権評価損   8,350 5,400 

事業撤退損失   － 19,917,438 

減損損失   － 2,699,553 

投資有価証券売却益   △500 － 

投資有価証券評価損   － 880,713 

関係会社株式売却益   △217,377 － 

売上債権の減少額（△は増加
額） 

  △1,444,108 △4,138,150 

たな卸資産の減少額（△は増加
額） 

  △2,110,393 △5,358,216 

前渡金の減少額（△は増加額）   △613,723 △559,170 

前払費用の減少額（△は増加
額） 

  △149,661 △1,045,494 

未収消費税等の減少額（△は増
加額） 

  △571,375 30,606 

その他流動資産の減少額（△は
増加額） 

  △20,626 △19,707 

仕入債務の増加額（△は減少
額） 

  △703,343 △2,228,005 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

未払費用の増加額（△は減少
額） 

  △158,090 △12,649 

未払金の増加額（△は減少額）   △41,638 201,967 

未払消費税等の増加額（△は減
少額） 

  36,306 △41,693 

前受金の増加額（△は減少額）   339,589 △1,126,044 

預り金の増加額（△は減少額）   2,089,901 △2,595,637 

その他流動負債の増加額（△は
減少額） 

  － 1,976 

その他   － △18,859 

役員賞与の支給額   △172,167 － 

小計   3,505,256 △16,335,632 

利息及び配当金の受取額   6,520 16,546 

利息の支払額   △153,101 △365,339 

法人税等の支払額   △3,145,966 △3,083,647 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  212,709 △19,768,073 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

有形固定資産の取得による支出   △1,061,342 △8,130,896 

有形固定資産の売却による収入   88,203 1,254,262 

無形固定資産の取得による支出   △11,575,722 △4,551,418 

無形固定資産の売却による収入   45,797 － 

投資有価証券の取得による支出   △2,296,340 △117,500 

投資有価証券の売却による収入   823,500 960,000 

長期性預金の増加額   － △225,000 

敷金及び保証金の差入による支
出 

  △13,534 △6,657 

敷金及び保証金の返還による収
入 

  50,413 12,857 

貸付けによる支出   △19,474 △9,424 

貸付金の返済による収入   540,014 6,008 

会員権(預託金)の取得による支
出 

  △12,000 － 

会員権(預託金)の返還による収
入 

  11,800 23,000 

連結範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による支出 

  △1,363,002 － 

連結範囲の変更を伴う子会社株
式の売却による収入 

  312,202 － 

営業譲受による支出   △616,587 － 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

その他   △697,467 53,804 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △15,783,540 △10,730,963 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

短期借入金の増減額   833,655 34,198,908 

長期借入による収入   10,000,000 50,000 

長期借入金の返済による支出   △98,014 △75,128 

株式の発行による収入   6,435,260 － 

有償減資による支出   △66,666 － 

少数株主からの払込による収入   34,000 15,000 

配当金の支払額   △1,322,460 △1,228,909 

その他   △4,887 － 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  15,810,885 32,959,870 

        

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  1,100 1,212 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   241,154 2,462,046 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   14,471,786 14,712,940 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   14,712,940 17,174,986 

       



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 当社グループは当連結会計年度において、30,265,523千円の当期純損失を計上したことにより、4,068,268千円

の債務超過となるとともに、当社の連結子会社であるニイウス株式会社が契約しておりますコミットメントライ

ン契約（リボルビング・クレジット・ファシリティ契約）および金銭消費貸借契約の両契約に係わる当連結会計

年度末残高30,000百万円の財務制限条項に抵触することとなりました。 

 当該状況により、当社グループには、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、平成19年８月29日付をもってロングリーチグループおよびフェニッ

クス・キャピタル株式会社との間で、平成19年10月下旬に開催を予定している臨時株主総会の承認を前提とした

200億円の第三者割当増資の引き受けに関する契約書を締結いたしました。 

 また、財務制限条項に抵触していることによる期限の利益喪失のおそれを解消することについて、株式会社三

菱東京UFJ銀行より基本的な合意を得て、取引関係の継続につき、協力していただけることになっております。そ

の他の取引金融機関とは合意に向けての交渉を行ないます。手元資金および第三者割当増資資金により、少なく

とも、今後一年間は資金不足等が発生しないと見込んでおります。 

 なお、当社グループは平成19年８月29日の取締役会決議に基づき、医療事業から全面的に撤退し経営資源を金

融事業に集約するとともに、管理コストの削減により収益力の改善を図り、財務体質の強化を行なっていく予定

であります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映

しておりません。  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 ①連結子会社の数   ９社 

連結子会社の名称 

 ユーディービィー・リナックス・ジ

ャパン株式会社 

 ニイウスＳＥ株式会社 

 平成18年１月１日付で株式会社ハル

クシステム開発からニイウスＳＥ株式

会社に商号変更しております。 

 株式会社ビックニイウス 

 ニイウスメディカルシステム株式会

社 

 株式会社ハルク・マダム 

 ニイウス株式会社 

 平成18年１月１日付でニイウス分割

準備株式会社からニイウス株式会社に

商号変更しております。 

 株式会社ニイウス金融エンジニアリ

ング・グループ 

 ニイウス・メディカル西日本システ

ム株式会社 

 ニイウスＳＡＴ株式会社 

 上記のうち、ニイウス株式会社およ

びニイウス・メディカル西日本システ

ム株式会社、ニイウスＳＡＴ株式会社

については、当連結会計年度において

新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 株式会社ニイウス金融エンジニアリ

ング・グループについては、当連結会

計年度において同社の株式を取得し、

子会社化したため、連結の範囲に含め

ております。 

 なお、株式会社ハルクについては、

当連結会計年度においてニイウスメデ

ィカルシステム株式会社が同社株式を

売却し議決権の所有割合が14.9％に低

下したため、連結の範囲から除いてお

ります。 

①連結子会社の数   ６社 

連結子会社の名称 

 株式会社ビックニイウス 

 ニイウスメディカルシステム株式会

社 

 ニイウス株式会社 

 株式会社ニイウス金融エンジニアリ

ング・グループ 

 ニイウス・メディカル西日本システ

ム株式会社 

 ニイウスＳＡＴ株式会社 

 前連結会計年度まで連結子会社であ

りましたユーディービィー・リナック

ス・ジャパン株式会社は平成18年７月

１日付でニイウス株式会社と合併して

おります。また、株式会社ハルク・マ

ダムは平成18年９月１日付でニイウス

レント株式会社（平成18年７月３日付

で新たに設立）と、ニイウスＳＥ株式

会社及びニイウスレント株式会社は平

成19年４月１日付でニイウス株式会社

と合併しております。 

  ②主要な非連結子会社の名称等 

 株式会社エー・ディー・エス 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためでありま

す。 

②主要な非連結子会社の名称等 

 前連結会計年度まで非連結子会社であ

りました株式会社エー・ディー・エスは

平成19年１月10日付で清算結了しており

ます。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社エー・ディー・エス）は、当

期純損益及び利益剰余金等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

 持分法を適用していない関連会社（タ

ウンネットワークサービス株式会社）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社ニイウス

金融エンジニアリング・グループの決算

日は３月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって、同社

については、連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

 なお、その他の連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

────── 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

 原則として時価法を採用しておりま

す。 

②     ────── 

  ③たな卸資産 

商品・仕掛品 

 個別法による原価法を採用しておりま

す。 

③たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）は定額法を採用して

おります。 

 なお主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物         10年～47年 

工具器具及び備品   4年～10年 

①有形固定資産 

 主として定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（付属設備を除く）は定額法を採

用しております。また、ＡＳＰサービス

ビジネスで使用している建物（付属設

備）及び工具器具及び備品は定額法を採

用しております。 

 なお主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物         10年～47年 

工具器具及び備品   4年～10年 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

  ②無形固定資産 

(イ)市場販売目的ソフトウェア 

 見込販売収益に基づく償却額と当該ソ

フトウェア残存期間（３～５年）に基づ

く定額法償却額とのいずれか大きい額を

計上する方法を採用しております。 

②無形固定資産 

(イ)    ────── 

  (ロ)自社利用ソフトウェア 

 社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(ロ)自社利用ソフトウェア 

同左 

  (ハ)著作権 

 見込販売収益に基づく償却額と著作権

有効期間（５年）に基づく定額法償却額

とのいずれか大きい額を計上する方法を

採用しております。 

(ハ)    ────── 

  （ニ）営業権 

  ５年間で均等償却しております。 

(ニ)    ────── 

(3）重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

   ②賞与引当金 

 一部の連結子会社は、従業員に対して

支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当連結会計年度に見合う

分を計上しております。 

 ②賞与引当金 

同左 

③退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける自己都合要支給額に基づき計上して

おります。 

③退職給付引当金 

同左 

④     ────── ④受注損失引当金 

 一部の連結子会社は、受注契約に係る

将来の損失に備えるため、当連結会計年

度末時点で将来の損失が確実に見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に見積も

ることが可能なものについては、将来の

損失見込額を計上しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

(4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算基

準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主に転移する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 ①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 ただし、為替予約が付されている外貨

建金銭債務については、振当処理を行っ

ております。 

────── 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（為替予約取引） 

 

  ・ヘッジ対象 

 相場変動等による損失の可能性があ

り、相場変動等が評価に反映されてな

いものおよびキャッシュ・フローが固

定されその変動が回避されるもの（外

貨建金銭債務） 

 

  ③ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき、外貨建取引の

為替レートの変動によるリスクをヘッジ

するため、為替予約を締結しておりま

す。 

 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

 予定取引について為替予約を付してい

るため、その後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されており、その

判定をもって有効性の判定に代えており

ます。（決算日における有効性の評価を

省略しております。） 

 

(7）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜処理によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間及び20年間の均等償却を採用しており

ます。 

────── 

７．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

──────  のれんの償却については、５年間及び

20年間の均等償却を採用しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出しが可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

（固定資産の減損に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

────── 

    

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は27,275,785

千円であります。 

────── 

    

────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）

並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正 

平成18年12月22日）を適用しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

──────  （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において「営業権」及び「連結調整勘

定」として掲記していたものは、当連結会計年度から「の

れん」として表示しております。 

    

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「預り金の増加

額」は、前連結会計年度は「その他流動負債の増加額」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他の流動負債の増加額」

に含まれている「預り金の増加額」は、617,807千円であ

ります。 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において「営業権償却」及び「連結調整

勘定償却」として掲記されていたものは、当連結会計年度

から「のれん償却額」として表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年6月30日） 

※１．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行18行

と当座貸越契約ならびに貸出コミットメントライン契

約を締結しております。これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

※１．運転資金の効率的な調達を行なうため取引銀行18

行と貸出コミットメントライン契約を、取引銀行６行

と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。  

㈱三菱東京UFJ銀行 7,600,000千円 

㈱三井住友銀行 2,000,000千円 

三菱UFJ信託銀行㈱ 2,000,000千円 

スルガ銀行㈱ 1,000,000千円 

㈱八十二銀行 1,000,000千円 

㈱みずほコーポレート

銀行 
1,000,000千円 

㈱山口銀行 1,000,000千円 

㈱足利銀行 400,000千円 

㈱群馬銀行 400,000千円 

㈱常陽銀行 400,000千円 

住友信託銀行㈱ 400,000千円 

㈱第四銀行 400,000千円 

中央三井信託銀行㈱ 400,000千円 

㈱中国銀行 400,000千円 

㈱肥後銀行 400,000千円 

㈱福岡銀行 400,000千円 

㈱北國銀行 400,000千円 

㈱山形銀行 400,000千円 

㈱三菱東京UFJ銀行 100,000千円 

㈱三井住友銀行 1,000,000千円 

㈱りそな銀行 40,000千円 

㈱広島銀行 1,000,000千円 

㈱百十四銀行 500,000千円 

 ※２．関係会社に対するものは次のとおりであります。  ※２．関係会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 16,943千円 投資有価証券（株式） 117,500千円

──────  ※３．（財務制限条項） 

 子会社ニイウス㈱にて、短期借入金のうち200億

円、長期借入金のうち100億円に以下の財務制限条項

がそれぞれ付されており、当該条項に抵触した場合、

借入先からの請求により、一括返済することになる可

能性があります。 

１．短期借入金にかかる財務制限条項 

①ニイウス㈱は平成19年６月期（但し、平成18年12

月中間期に係る報告書等または計算書類等を作成

した場合には、平成18年12月中間期）並びにそれ

以降の各年度の決算期（中間期を含まない）及

び、中間期に係る報告書等または計算書類等を作

成した場合には、中間期の末日における貸借対照

表における純資産の部の金額を、当該決算期（中

間期に係る報告書等または計算書類等を作成した

場合には中間期）の末日または平成18年６月期の

末日における貸借対照表における純資産の部の金

額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそれぞ

れ維持すること。 

 



前連結会計年度 
（平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年6月30日） 

  ②当社のいずれかの年度の決算期（中間期を含まな

い）または中間期（以下、当該決算期及び中間期

を「本・中間決算期」という）の末日における当

社の連結の貸借対照表における純資産の部の金額

が、当該本・中間決算期の直前の本・中間決算期

の末日または平成18年６月期の末日における当社

の連結の貸借対照表における純資産の部の金額の

いずれか大きい方の75％の金額以上に維持するこ

と。 

────── ２．長期借入金にかかる財務制限条項 

 ①当社は、各年度の決算期及び中間期の末日に連

結の貸借対照表における純資産の部の金額を前

年同期の末日または平成17年６月期の末日の連

結の貸借対照表における純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の75％以上に維持すること。 

 ②ニイウス㈱は、各年度の決算期及び中間期の末

日における単体の貸借対照表における純資産の

部の金額を当該決算期（本・中間決算期）の直

前の決算期（本・中間決算期）の末日または平

成18年６月期の末日における単体の貸借対照表

における純資産の部の金額のいずれか大きい方

の75％以上に維持すること。 

 ③当社は、各年度の決算期における連結の損益計

算書に示される経常損益及び当期純損益が平成

18年６月期以降の決算期につき、２期連続して

損失とならないようにすること。 

 ④ニイウス㈱は、各年度の決算期における単体の

損益計算書に示される経常損益及び当期純損益

が平成18年６月期以降の決算期につき、２期連

続して損失とならないようにすること。 

   当社は現状の厳しい経営環境の下で、収益性

向上とキャッシュ・フロー改善にグループ総力

をあげて継続して取組んでおりますが、財務制

限条項が付された借入人でありますニイウス

(株)は、当事業年度におきまして債務超過とな

り、前記の財務制限条項に抵触致します。当該

状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が生じており、現在、不採算事業の撤退なら

びにあらゆるコスト削減の実施を行いますと共

に、各行への本条項に基づく期限の利益喪失の

請求に対する猶予の交渉及び資本増強を含めた

抜本的な財務基盤強化策の実施をしておりま

す。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりです。 

給料手当等 3,524,470千円

不動産賃借料 1,381,407千円

リース料 1,641,118千円

業務委託費 725,399千円

旅費交通費 589,549千円

賞与引当金繰入額 51,558千円

退職金給付費用 108,421千円

給料手当等 3,542,482千円

不動産賃借料 1,273,448千円

リース料 1,406,314千円

旅費交通費 350,163千円

業務委託費 340,459千円

退職給付費用 94,228千円

   
※２．販売費及び一般管理費のうち、研究開発費として

790,661千円が含まれております。 

※２．       ────── 

    

────── ※３．固定資産売却益は、建物及び土地売却益76,143千

円、工具器具及び備品売却益5,962千円であります。 

    

────── ※４．固定資産売却損は、建物及び土地売却損22,876千

円であります。 

    

※５．固定資産除却損は、建物除却損25,783千円及び工

具器具及び備品除却損9,284千円であります。 

※５．固定資産除却損は、建物除却損60,799千円及び工

具器具及び備品除却損87,850千円、ソフトウェア除

却損4,849千円であります。 

    

────── ※６．（固定資産の減損に係る会計基準） 

     当社グループは、以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(千円) 

沖縄県 

名護市 

金融サービス

事業  

建設仮勘定  1,353,930 

ソフトウェア仮

勘定 
967,400 

リース資産 378,223 

東京都 

中央区 
医療事業  リース資産 4,002,544 

   当社グループは、減損損失を把握するにあたり事業

を金融事業、医療事業に分類し、更にそれぞれのサー

ビス単位にグルーピングしております。金融サービス

事業は主にＡＳＰサービスジネスを行っております

が、当社グループが想定した販売計画と実績に乖離が

生じたことに伴い、販売計画を市場動向に沿う様見直

しを行いました。その結果、金融サービス事業を展開

しております連結子会社のニイウス株式会社が保有す

る当該資産の帳簿価額を回収可能額まで減損し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上致しました。

なお、当該資産の回収可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フローを5％で割り引い

て算定しております。内訳は、建設仮勘定1,353,930

千円、ソフトウェア仮勘定967,400千円、リース資産 

378,223千円であります。また、医療事業撤退に伴い

閉鎖した医療事業用データセンターで使用しておりま

したリース資産に関しまして減損処理をしており、そ

の金額は4,002,544千円であり、事業撤退損失に含め

て計上しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

 ────── ※７．（事業撤退損失） 

 医療事業から撤退することが明らかになったため、

当連結会計年度において当該事業に係る資産を除却処

理し、係る損失を事業撤退損失として特別損失に計上

しております。これにより税金等調整前当期純損失が

20,717,438千円増加しております。 

 除却処理した資産の内訳は、商品980,787千円、仕

掛品748,687千円、工具器具備品930千円、著作権

1,126,954千円、ソフトウェア8,385,197千円、ソフト

ウェア仮勘定4,669,990千円、長期前払費用802,346千

円、リース資産4,002,544千円であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

一般募集増資による増加    48,000株 

第三者割当増資による増加   5,000株 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式 633,452 53,000 － 686,452 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月21日 

定時株主総会 
普通株式 1,325,815 2,093 平成17年６月30日 平成17年９月22日 

決議予定 株式の種類 
配当金の総額  
（千円）  

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月21日 

定時株主総会 
普通株式 1,235,613 利益剰余金 1,800 平成18年６月30日 平成18年９月22日

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式 686,452 － － 686,452 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月21日 

定時株主総会 
普通株式 1,235,613 1,800 平成18年６月30日 平成18年９月22日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係（平成18年６月30日現

在） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係（平成19年６月30日現

在） 

  （単位：千円）

現金及び預金勘定 14,712,940 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 14,712,940 

  （単位：千円）

現金及び預金勘定 17,174,986 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 17,174,986 

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内容 

 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得の

ための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

２．        ────── 

 株式会社ニイウス金融エンジニアリング・グループ

（平成17年９月30日現在） 

流動資産 1,243,295千円 

固定資産 104,313千円 

連結調整勘定 1,699,662千円 

流動負債 △522,234千円 

固定負債 △185,038千円 

同社の取得価額 2,339,998千円 

同社の現金及び現金   

同等物 △976,996千円 

差引：同社株式取得のための

支出 
1,363,002千円 

 

３．株式の売却により連結子会社から除外された会社の資

産及び負債の主な内容 

 株式の売却により株式会社ハルクが連結子会社でなく

なったことに伴う連結除外時の資産及び負債の主な内訳

は、次のとおりであります。 

３．        ────── 

 株式会社ハルク（平成17年12月31日現在） 

流動資産 6,122,692千円 

固定資産 1,056,748千円 

資産合計 7,179,440千円 

流動負債 5,675,318千円 

固定負債 111,734千円 

負債合計 5,787,053千円 

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

１．借手側（当社が借手となっているリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．借手側（当社が借手となっているリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具及び
備品 

19,025,409 4,618,738 14,406,671 

車両運搬具 64,659 39,223 25,435 

ソフトウェア 6,381,706 1,589,019 4,792,686 

合計 25,471,775 6,246,981 19,224,793 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

減損損失
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高 
 相当額 
(千円)  

工具器具
及び備品

14,148,695 6,195,873 3,083,097 4,869,725

車両運搬
具 

14,471 5,916 － 8,554

ソフトウ
ェア 

6,317,812 2,690,027 1,297,670 2,330,113

合計 20,480,979 8,891,817 4,380,767 7,208,393

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      4,737,706 千円

１年超     16,251,899 千円

合計     20,989,605 千円

１年内 3,700,085千円

１年超 8,890,489千円

合計 12,590,575千円

   

 リース資産減損勘定の残高 4,380,767千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料       4,622,548千円

減価償却費相当額       4,377,978千円

支払利息相当額        492,420千円

支払リース料 4,621,680千円

減価償却費相当額 4,186,189千円

支払利息相当額 513,890千円

減損損失 4,380,767千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

２．貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

未経過リース料期末残高相当額 

２．貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内        942,223千円

１年超       2,541,240千円

合計       3,483,464千円

１年内 870,661千円

１年超 1,860,202千円

合計 2,730,864千円

上記はすべて転貸リース取引に係る貸手側の未経過

リース料の期末残高相当額であります。なお、借手

側の残高はおおむね同一であり、上記の借手側の注

記（2）未経過リース料期末残高相当額に含まれてお

ります。 

同左 

３．オペレーティング・リース取引（借手側） 

未経過リース料 

３．オペレーティング・リース取引（借手側） 

未経過リース料 

１年内      3,420千円

１年超      10,738千円

合計       14,158千円

１年内 1,530千円

１年超 3,825千円

合計 5,355千円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年６月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成19年６月30日現在） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  当連結会計年度において、有価証券について880,713千円の減損処理を行っております。なお、減損処理にあたって

は、期末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる

場合を除き、減損処理しております。 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

          非上場株式 3,330,519 

  種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券 － － － 

①国債・地方債 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 60,000 122,250 62,250 

小計 60,000 122,250 62,250 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券 － － － 

①国債・地方債 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 60,000 122,250 62,250 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,429,805 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
(自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当連結会計年度 
(自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨の為替

予約であります。 

 該当事項はありません。 

  

  

(2）取引に関する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の為替変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

  

  

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為替変

動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利

用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。 

  

  

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約が

付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っ

ております。 

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債務 

  

  

③ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき、外貨建取引の為替レートの変動

によるリスクをヘッジするため、為替予約を締結しており

ます。 

  

  

④ヘッジの有効性評価の方法 

 予定取引について為替予約を付しているため、その後の

為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、

その判定をもって有効性の判定に代えております。(決算

日における有効性の評価を省略しております。) 

  

  

(4）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクはほとん

どないと認識しております。 

  

  

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

等を定めた社内管理規程に従い、購買部門からの発注予

定額にもとづき、管理担当部門が決裁担当者の承認を得

て行っております。 

  

  

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 該当事項はありません。 

  

  

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用して

いるため、注記の対象から除いております。 

  

  

  



（退職給付関係） 

前連結会計年度(自平成17年7月1日 至平成18年6月30日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は平成16年７月１日より確定拠出年金制度を設けております。また、連結子会社（株式会社ニイウス金

融エンジニアリング・グループ）は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項      （平成18年6月30日現在） 

 当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年６月30日付で退職一時金制度について、確定拠出年金制度に

移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しておりま

す。また、確定拠出年金制度への資産移換額は47,822千円であり、４年間で移換する予定であります。なお、

当連結会計年度末時点の未移換額20,553千円は、未払金および長期未払金に計上しております。 

  また連結子会社（株式会社ニイウス金融エンジニアリング・グループ）の退職給付債務は26,204千円であ

り、その退職給付債務の算定は簡便法を採用しております。 

当連結会計年度(自平成18年7月1日 至平成19年6月30日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は平成16年７月１日より確定拠出年金制度を設けております。また、連結子会社（株式会社ニイウス金

融エンジニアリング・グループ）は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項      （平成19年6月30日現在） 

 当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年６月30日付で退職一時金制度について、確定拠出年金制度に

移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しておりま

す。また、確定拠出年金制度への資産移換額は47,822千円であり、４年間で移換する予定であります。なお、

当連結会計年度末時点の未移換額9,109千円は、未払金に計上しております。 

  また連結子会社（株式会社ニイウス金融エンジニアリング・グループ）の退職給付債務は27,809千円であ

り、その退職給付債務の算定は簡便法を採用しております。 

３． 退職給付費用に関する事項 （自 平成17年7月 1日至 平成18年6月30日） 

  勤務費用 9,913千円 

  総合設立型厚生年金基金等への拠出額 32,301千円 

  確定拠出年金への拠出額 123,526千円 

  退職給付費用合計 165,741千円

３． 退職給付費用に関する事項 （自 平成18年7月 1日至 平成19年6月30日） 

  勤務費用    6,559千円 

  総合設立型厚生年金基金等への拠出額    13,945千円 

  確定拠出年金への拠出額 157,133千円 

  退職給付費用合計 177,638千円



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
(平成18年6月30日) 

当連結会計年度 
(平成19年6月30日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

  （千円）

(1)繰延税金資産  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 133,725 

未払事業所税 11,687 

賞与引当金繰入超過額 40,429 

確定拠出年金への未払額 4,181 

商品評価損 19,658 

その他 8,418 

 計 218,101 

評価性引当額 △2,953 

合   計 215,147 

繰延税金資産（固定）  

ソフトウェア償却超過額 39,651 

会員権評価損否認 6,685 

会員権貸倒引当金繰入超過額 14,750 

確定拠出年金への未払額 4,181 

退職給付引当金繰入超過額 9,672 

繰越欠損金 202,637 

投資有価証券 72,547 

その他 2,422 

 計 352,547 

評価性引当額 △275,184 

合   計 77,362 

繰延税金資産合計 292,509 

   

繰延税金負債（流動)  

未収（還付）事業税 △8,351 

繰延税金負債合計 △8,351 

差引：繰延税金資産の純額 284,158 

   

(2)繰延税金負債  

繰延税金負債（流動)  

未収事業税 1,387 

合   計 1,387 

   

  （千円）

(1)繰延税金資産  

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 1,681 

未払事業所税 8,112 

賞与引当金繰入超過額 24,698 

確定拠出年金への未払額 3,706 

減損損失 33,369 

商品評価損否認 1,048,593 

事業撤退損失否認 651,918 

 計 1,772,081 

評価性引当額 △1,745,399 

合   計 26,681 

繰延税金資産（固定）  

 退職給付引当金繰入超過額 11,315 

 会員権評価損否認 5,778 

 貸倒引当金繰入超過額 888,498 

 投資有価証券評価損否認 358,362 

 固定資産除却損否認 20,552 

 ソフトウェア償却超過額 11,996 

 事業撤退損失否認 7,257,328 

 減損損失 1,065,079 

 その他 16,329 

 繰越欠損金 1,421,507 

 計 11,056,748 

評価性引当額 △11,044,628 

合   計 12,119 

繰延税金資産合計 38,801 

   

(2)繰延税金負債  

繰延税金負債（流動)  

未収（還付）事業税 77,713 

 合   計 77,713 

   

繰延税金負債（固定)  

その他有価証券評価差額金 25,329 

合   計 25,329 

繰延税金資産合計  103,042 

   
 



前連結会計年度 
(平成18年6月30日) 

当連結会計年度 
(平成19年6月30日) 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

  （％）

 法定実効税率 40.69 

 （調整）   

 交際費等永久に損金に参入されない項目 0.77 

 住民税均等割額 0.25 

 評価性引当額の増減 4.75 

 連結調整勘定償却 0.77 

 その他 △0.02 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.21 

   

  （％）

 法定実効税率 △40.69 

 （調整）   

 交際費等永久に損金に参入されない項目 0.09 

 受取配当金等永久に益金に参入されない項目 △1.92 

 評価性引当額の増減 42.10 

 その他 △1.37 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.79 

   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当連結グループは、同一セグメントに属するシステム開発、ソフトウェア製品・商品の販売、情報機器の販

売等の情報サービス事業を行っており、当該セグメント以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 当連結グループは、同一セグメントに属するシステム開発、ソフトウェア製品・商品の販売、情報機器の販

売等の情報サービス事業を行っており、当該セグメント以外に事業の種類がないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年7月1日 至平成18年6月30日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

 賃貸料は、固定資産税評価額を基礎にして計算しております。 

３．島田伸吾は、平成18年６月30日付で当社取締役を辞任しております。 

当連結会計年度（自平成18年7月1日 至平成19年6月30日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

・賃貸料は、固定資産税評価額を基礎にして計算しております。 

・不動産の売却額については、複数の不動産鑑定士の鑑定評価額を参考に交渉の上決定しております。 

・森直樹は平成18年９月21日付で当社取締役を退任いたしましたので、平成18年７月１日から同日までの取引

金額を記載しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金 
(億円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員及び

その近親

者  

末貞郁夫  － － 
当社代表

取締役  

(被所有) 

直接0.76%
－ － 不動産賃貸 9,170 － － 

割方美奈子 － － 
当社代表

取締役  

(被所有) 

直接0.03%
－ － 不動産賃貸 7,337 － － 

森 直樹 － － 
当社 

取締役  

(被所有) 

直接0.00%
－ － 不動産賃貸 2,701 － － 

吉兼晴雄   －   －  
当社 

取締役 

(被所有) 

直接0.01%
 －   －  不動産賃貸 6,993  － － 

島田伸吾   －   －  
当社 

取締役 

(被所有) 

直接0.15%
 －   －  不動産賃貸 4,527  － － 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金 
（億円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員及び

その近親

者 

末貞郁夫 － － 
当社代表

取締役 

(被所有) 

直接0.53%
－ － 不動産賃貸 6,878 － － 

割方美奈子 － － 
当社代表

取締役 

(被所有) 

直接0.03%
－ － 不動産賃貸 5,503 － － 

森 直樹 － － 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接0.00%
－ － 不動産賃貸 1,350 － － 

吉兼晴雄 － － 
当社 

取締役 

(被所有) 

直接0.01%
－ － 

不動産賃貸 8,391 － － 

不動産売却 124,838 未収入金 127,000 



（企業結合等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

業務体制の効率化を目的として連結子会社同士を合併しました。 

１．合併に関する事項 

(1）企業結合の対象となった事業 

情報サービス業 

(2）企業結合の対象となった事業の内容 

システム開発、ソフトウェア製品・商品の販売、情報機器の販売等の情報サービス業 

(3）企業結合の法的形式 

存続会社による吸収合併 

(4）結合当時企業の名称及び結合後企業の名称 

① 平成18年７月１日付合併 

② 平成18年９月１日付合併 

③ 平成19年４月１日付合併 

２．実施した会計処理の概要 

 当連結グループは、同一セグメントに属するシステム開発、ソフトウェア製品・商品の販売、情報機器の販

売等の情報サービス業を行っており、合併した会社はいずれも共通支配下の取引に該当し、個別財務諸表上、

結合当事企業の適正な帳簿価額を基礎として会計処理し、また、連結財務諸表上は内部取引としてすべて消去

しております。 

結合当時企業の名称 結合後企業の名称 

存続会社 ニイウス株式会社 
ニイウス株式会社 

消滅会社 ユーディービィー・リナックス・ジャパン株式会社 

結合当時企業の名称 結合後企業の名称 

存続会社 ニイウス レント株式会社 
ニイウス レント株式会社 

消滅会社 株式会社ハルク・マダム 

結合当時企業の名称 結合後企業の名称 

存続会社 ニイウス株式会社 

ニイウス株式会社 
消滅会社 

ニイウスＳＥ株式会社 

ニイウス レント株式会社 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

１株当たり純資産額 39,734円44銭 

１株当たり当期純利益 4,742円25銭 

１株当たり純資産額 △6,101円56銭 

１株当たり当期純損失 44,089円79銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在していないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 3,088,545 △30,265,523 

普通株主に帰属しない金額（千円） 16,500 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (16,500) (－) 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
3,072,045 △30,265,523 

期中平均株式数（株） 647,803 686,452 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

 該当事項はありません。 １． 当社は、ロングリーチグループとフェニックス・キ

ャピタル株式会社との間で、平成19年10月下旬に開催

を予定している当社の臨時株主総会で必要な決議が得

られることおよび証券取引法に基づく有価証券届出書

の効力が発生することを条件として、当社がロングリ

ーチグループおよびフェニックス・キャピタル株式会

社がそれぞれ組成する投資事業組合からの出資を受け

入れることに合意し、平成19年８月29日に取締役会に

おいて決議し、３社間で第三者割当増資（普通株式お

よび優先株式）に係る株式引受契約を締結しました。 

 出資の内容は以下のとおりです。株式発行総額は200

億円であり、ロングリーチグループとは普通株式発行

（１株あたり4,664円）として総額65億円、Ａ種優先株

式発行として70億円（１株あたり10,000,000円）、フ

ェニックス・キャピタル株式会社とはＡ種優先株式に

総額40億円（１株あたり10,000,000円）、Ｂ種優先株

式に総額25億円（１株あたり50,000,000円）となりま

す。臨時株主総会での決議が前提となりますが、ロン

グリーチグループは当社の発行済株式の67％を保有す

ることとなり、筆頭株主となる予定です。Ａ種優先株

式およびＢ種優先株式には議決権はありません。 

 新普通株発行要領は以下のとおりです。 

２． 平成19年８月29日開催の当社取締役会において、平

成20年６月期においてニイウスメディカルシステム株

式会社を中核とする医療業界向けの医療サービス・ビ

ジネスから全面撤退することを決議いたしました。当

該撤退に伴う損失は事業撤退損失として、特別損失に

20,717,438千円計上しております。既存のお客様に対

する開発や保守については今後慎重に検討した上で、

お客様にご説明していく所存です。 

(1)発行株式数  1,393,706株 

(2)発行価額   １株につき4,664円 

(3)発行価額の総額   6,500,244,784円 

(4)資本組入額   2,332円 

(5)資本組入額の総額   3,250,122,392円 

(6)申込期日   平成19年11月５日（予定）

(7)払込期日   平成19年11月５日（予定）

(8)割当先及び配当株式数 

  

 (仮)ロングリーチグループ

 1,393,706株 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,953,655 36,085,000 1.209 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 67,563 2.156 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 10,059,642 10,034,814 0.909 ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 12,013,597 46,187,377 ― ― 

  
１年超２年以内 

（千円） 

２年超３年以内 

（千円） 

３年超４年以内 

（千円） 

４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 27,637 10,007,177 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     995,454     11,625,646  

２．前払費用     167,186     216,978  

３．未収入金 ※１   1,939,035     2,141,903  

４．未収法人税等     252,868     791,492  

５．未収消費税等     50,678     －  

６．繰延税金資産     2,322     －  

７．その他     18,747     12,029  

貸倒引当金     －     △44,212  

流動資産合計     3,426,293 13.2   14,743,838 53.1 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物   1,684,755     1,229,993    

減価償却累計額   △475,605 1,209,149   △540,607 689,386  

(2）工具器具及び備品   237,624     245,114    

減価償却累計額   △101,661 135,963   △120,779 124,335  

(3）土地     797,880     －  

有形固定資産合計     2,142,993 8.2   813,721 2.9 

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア     166,195     168,581  

(2）電話加入権     5,192     5,192  

(3）ソフトウェア仮勘定     30,000     －  

無形固定資産合計     201,387 0.8   173,773 0.6 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     2,530,391     751,927  

(2）関係会社株式     16,214,216     10,065,750  

(3）関係会社長期貸付金     －     4,200,000  

(4）従業員長期貸付金     23,485     26,104  

(5）敷金及び保証金     1,246,211     1,111,880  

(6）長期前払費用     101,356     50,354  

(7）繰延税金資産     25,617     －  

(8）会員権     67,950     43,950  

貸倒引当金     △36,250     △4,206,250  

投資その他の資産合計     20,172,978 77.8   12,043,717 43.4 

固定資産合計     22,517,359 86.8   13,031,212 46.9 

資産合計     25,943,652 100.0   27,775,051 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年６月30日） 
当事業年度 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．短期借入金  ※2   －     13,000,000  

２．未払金     370,634     472,251  

３．未払費用     132,503     267,631  

４．未払消費税等     －     17,230  

５．預り金     46,853     75,704  

６．繰延税金負債     －     26,344  

流動負債合計     549,991 2.2   13,859,162 49.9 

Ⅱ 固定負債              

１．長期未払金     10,276     －  

２．繰延税金負債     －     25,329  

３．関係会社事業損失引当
金 

    －     3,603,057  

固定負債合計     10,276 0.0   3,628,386 13.1 

負債合計     560,268 2.2   17,487,549 63.0 

               

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     8,564,007 33.0   8,564,007 30.8 

２．資本剰余金              

(1）資本準備金   8,691,007     8,691,007    

(2）その他資本剰余金   471,000     471,000    

資本剰余金合計     9,162,007 35.3   9,162,007 33.0 

３．利益剰余金              

(1）その他利益剰余金              

繰越利益剰余金   7,657,369     △7,475,433     

利益剰余金合計     7,657,369 29.5   △7,475,433 △26.9 

株主資本合計     25,383,383 97.8   10,250,581 36.9 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   36,920 0.1 

評価・換算差額等合計     － －   36,920 0.1 

純資産合計     25,383,383 97.8   10,287,501 37.0 

負債純資産合計     25,943,652 100.0   27,775,051 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．ハードウェア売上高   13,578,044     －    

２．ソフトウェア売上高   9,965,081     －    

３．開発・SEサービスその
他売上高 

  11,126,748     －     

４．持株会社経営指導料等  ※1 1,881,189 36,551,064 100.0 － 4,510,317 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．ハードウェア売上原価   11,280,834     －    

２．ソフトウェア売上原価   5,491,456     －    

３．開発・SEサービスその
他売上原価 

  9,284,070 26,056,361 71.3 － － － 

売上総利益     10,494,702 28.7   4,510,317 100.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売促進費   210,739     133,184    

２．役員報酬   378,113     134,607    

３．給与手当等   1,917,425     613,289    

４．退職給付費用   47,411     14,080    

５．法定福利費   217,705     73,577    

６．業務委託費  ※1 346,943     703,493    

７．福利厚生費   39,271     16,025    

８．旅費交通費   377,087     55,621    

９．交際費   59,043     22,324    

10．通信費   49,828     10,215    

11．消耗品費   187,813     92,034    

12．研修費   140,940     36,660    

13．採用費   159,312     38,145    

14．減価償却費   194,680     225,494    

15．不動産賃借料   761,363     301,611    

16．リース料   827,185     27,903    

17．水道光熱費   190,114     57,162    

18．租税公課   110,074     65,918    

19．支払手数料   －     160,242    

20．研究開発費 ※5 790,661     －    

21．営業権償却 33,909     －    

22．その他   918,280 7,957,908 21.8 356,073 3,137,665 69.6 

営業利益     2,536,794 6.9   1,372,651 30.4 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年7月 1日 
至 平成18年6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年7月 1日 
至 平成19年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息配当金   68,808     37,525    

２．受取賃貸料 ※1 83,992     253,199    

３．受取解約違約金   48,155     －    

４．その他   16,643 217,600 0.6 43,822 334,547 7.4 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   50,198     44,995    

２．支払手数料   6,631     －    

３．債権売却損   17,319     －    

４．新株発行費   39,387     －    

５．その他   ― 113,536 0.3 9,543 54,539 1.2 

経常利益     2,640,857 7.2   1,652,660 36.6 

Ⅵ 特別利益              

１．貸倒引当金戻入額   －     30,000    

２．投資有価証券売却益   500     －    

３．固定資産売却益 ※2 － 500 0.0 76,143 106,143 2.4 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※4 34,223     148,851    

２．固定資産売却損 ※3 －     22,876    

３．投資有価証券評価損   －     880,713    

４．関係会社株式評価損   －     6,412,065    

５．関係会社事業損失引当金
繰入額 

  －     3,603,057    

６．会員権評価損   8,350     5,400    

７．貸倒引当金繰入額   －     4,244,212    

８．事務所統合移転費用   － 42,573 0.1 239,215 15,556,393 344.9 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 

    2,598,784 7.1   △13,797,590 △305.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  944,375     45,313    

法人税等調整額   125,915 1,070,291 2.9 54,284 99,598 2.2 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

    1,528,493 4.2   △13,897,189 △308.1 

               



製造原価明細書 

(イ)ハードウェア売上原価明細書 

(ロ)ソフトウェア売上原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 期首商品たな卸高   2,006,421 － 

Ⅱ 当期商品仕入高   10,328,001 － 

合計   12,334,423 － 

他勘定振替高 ※1 1,053,588 － 

当期ハードウェア売上原価   11,280,834 － 

   
前事業年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 期首商品たな卸高   3,775,830 － 

Ⅱ 当期商品仕入高   9,073,492 － 

Ⅲ 減価償却費   348,859 － 

合計   13,198,181 － 

他勘定振替高 ※1 7,706,725 － 

当期ソフトウェア売上原価   5,491,456 － 



(ハ)開発・SEサービスその他売上原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費   650,962 7.1 － － 

Ⅱ 外注費   7,010,681 76.6 － － 

Ⅲ 経費  ※2 1,489,037 16.3 － － 

当期総製造費用   9,150,681 100.0 － － 

期首仕掛品たな卸高   373,748   －  

合計   9,524,429   －  

他勘定振替高  ※1 240,359   －  

当期開発・SEサービスそ
の他売上原価 

  9,284,070   －  

  前事業年度 当事業年度 

※１．他勘定振替高の内訳は
以下のとおりでありま
す。 

社内使用(長期前払費用)  4,572千円

会社分割によるニイウス株式会社への譲渡 

ハードウェア 1,049,016千円 

ソフトウェア 7,706,725千円 

開発・SEサービスその他 240,359千円 

 ―――――――― 

※２．経費の主な内訳は以下
のとおりであります。 

リース料 1,255,815千円

   
 ―――――――― 

原価計算の方法 当社は、個別受注によるシステムの開
発等を行っているため、プロジェクト
別個別原価計算を採用しております。 

 ―――――――― 



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

純資産 
合計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

平成17年６月30日 残高(千円) 5,346,377 5,473,377 471,000 5,944,377 7,610,358 7,610,358 18,901,112 18,901,112 

事業年度中の変動額                

新株の発行 3,217,630 3,217,630   3,217,630     6,435,260 6,435,260 

剰余金の配当         △1,325,815 △1,325,815 △1,325,815 △1,325,815 

利益処分による役員賞与         △155,667 △155,667 △155,667 △155,667 

当期純利益         1,528,493 1,528,493 1,528,493 1,528,493 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
                

事業年度中の変動額の合計 

(千円) 
3,217,630 3,217,630 － 3,217,630 47,011 47,011 6,482,271 6,482,271 

平成18年６月30日 残高(千円) 8,564,007 8,691,007 471,000 9,162,007 7,657,369 7,657,369 25,383,383 25,383,383 

 

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

資本 
準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成18年６月30日 残高 

(千円) 
8,564,007 8,691,007 471,000 9,162,007 7,657,369 7,657,369 25,383,383 － 25,383,383

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当         △1,235,613 △1,235,613 △1,235,613   △1,235,613

当期純損失         △13,897,189 △13,897,189 △13,897,189   △13,897,189

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純

額) 

              36,920 36,920

事業年度中の変動額の合計 

(千円) 
－ － － － △15,132,802 △15,132,802 △15,132,802 36,920 △15,095,882

平成19年６月30日 残高 

(千円) 
8,564,007 8,691,007 471,000 9,162,007 △7,475,433 △7,475,433 10,250,581 36,920 10,287,501



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

 当事業年度において、当社を持株会社とする当社グループの実質的な事業会社であるニイウス株式会社が

14,909,230千円の当期純損失を計上したことにより、6,971,659千円の債務超過となり、金融機関と契約しており

ますコミットメントライン契約（リボルビング・クレジット・ファシリティ契約）および金銭消費貸借契約の財

務制限条項に抵触することになった結果、当社に継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 このため当社は当該状況を解消すべく、平成19年８月29日付をもってロングリーチグループおよびフェニック

ス・キャピタル株式会社との間で、平成19年10月下旬に開催を予定している臨時株主総会の承認を前提とした200

億円の第三者割当増資の引き受けに関する契約書を締結いたしました。 

 また、財務制限条項に抵触していることによる期限の利益喪失のおそれを解消することについて、株式会社三

菱東京UFJ銀行より基本的な合意を得て、取引関係の継続につき、協力していただけることになっております。そ

の他の取引金融機関とは合意に向けての交渉を行ないます。手元資金および第三者割当増資資金により、少なく

とも、今後一年間は資金不足等が発生しないと見込んでおります。 

 なお、ニイウス株式会社におきましては、経営資源を活用し収益力の改善を図り、財務体質の強化を行なって

いく予定であります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。  



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

────── 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品・仕掛品 

 個別法による原価法を採用してお

ります。 

  

 ────── 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物（付

属設備を除く）は定額法を採用しており

ます。 

 なお主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  建物 10年～47年

工具器具及び備品 4年～10年

 

  (2）無形固定資産 

 ①市場販売目的ソフトウェア 

(2）無形固定資産 

 ①     ────── 

   見込販売収益に基づく償却額と当該ソ

フトウェア残存有効期間（５年）に基づ

く定額法償却額とのいずれか大きい額を

計上する方法を採用しております。 

 

   ②自社利用ソフトウェア 

 社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

 ②自社利用ソフトウェア 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

    

────── 

(2）関係会社事業損失引当金 

 関係会社の投資に伴う損失に備える

ため、当該会社の財政状態及び回収可

能性等を勘案し、必要額を計上してお

ります。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ただし、為替予約が付されている外貨

建金銭債務については、振当処理を行

っております。 

────── 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（為替予約取引） 

 

  ・ヘッジ対象 

 相場変動等による損失の可能性があ

り、相場変動等が評価に反映されてい

ないものおよびキャッシュ・フローが

固定されその変動が回避されるもの

（外貨建金銭債務） 

 

  (3）ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき、外貨建取引

の為替レートの変動によるリスクをヘ

ッジするため、為替予約を締結してお

ります。 

 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 予定取引について為替予約を付して

いるため、その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保されてお

り、その判定をもって有効性の判定に

代えております。（当期末における有

効性の評価を省略しております。） 

 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式を採用しております。 

(1）消費税等の処理方法 

同左 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

（固定資産の減損に関する会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。 

  

────── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）および貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

25,383,383千円であります。 

 

前事業年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

──────  損益計算書の「支払手数料」は前事業年度まで販売費

及び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりまし

たが、当事業年度において販売費及び一般管理費合計の

５／100を超えたため、区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「その他」に含まれております

「支払手数料」は249,250千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（平成19年 6月30日） 

※１．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

※１．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあ

ります。 

流動資産  

未収入金 1,937,447千円 

流動資産  

未収入金 1,727,186千円 

※２．       ────── ※２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

(株)百十四銀行 500,000千円

前事業年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

※１．関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。 

※１．関係会社との取引に関わるものが次のとおり含ま

れております。 

関係会社からの受取施設負担金 45,784千円 関係会社からの経営指導料 3,374,490千円

関係会社からの受取配当金 1,132,827千円

関係会社に対する業務委託費 650,720千円

関係会社からの受取賃貸料 220,553千円

※２．       ────── ※２．固定資産売却益は、建物及び土地売却益76,143千

円であります。 

※３．       ────── ※３．固定資産売却損は、建物及び土地売却損22,876千

円であります。 

※４．固定資産除却損は、建物除却損25,361千円及び工

具器具及び備品除却損8,861千円であります。 

※４．固定資産除却損は、建物除却損56,977千円及び工

具器具及び備品除却損87,025千円、ソフトウェア除却

損4,849千円であります。 

※５．販売費及び一般管理費のうち、研究開発費として

790,661千円が含まれております。 

※５．       ────── 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

１．借手側（当社が借手となっているリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．借手側（当社が借手となっているリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

2,533,451 4,618,738 1,347,497 

車両運搬具 64,659 39,223 25,435 

ソフトウェア 809,014 292,683 516,330 

合計 3,407,125 1,517,860 1,889,264 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

2,085,563 1,289,605 795,957 

車両運搬具 14,471 5,916 8,554 

ソフトウェア 773,474 418,740 354,733 

合計 2,873,508 1,714,263 1,159,245 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   669,160千円 

１年超  1,301,029千円 

合計  1,970,029千円 

１年内 572,092千円 

１年超 657,306千円 

合計 1,229,398千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料   2,794,942千円 

減価償却費相当額   2,510,608千円 

支払利息相当額   250,486千円 

支払リース料 656,644千円 

減価償却費相当額 613,650千円 

支払利息相当額 43,449千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引(借手側) 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引(借手側) 

未経過リース料 

1年内      3,420千円 

1年超   10,738千円 

合計 14,158千円 

1年内 1,530千円 

1年超 3,825千円 

合計 5,355千円 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年６月30日現在）及び当事業年度（平成19年６月30日現在）における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成18年6月30日) 

当事業年度 
(平成19年6月30日) 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産（流動）  

 未払事業所税 3,463 

確定拠出年金への未払額 4,181 

その他 3,028 

合計 10,673 

繰延税金資産（固定）  

 関係会社株式評価損 66,881 

 会員権評価損否認 6,685 

 会員権貸倒引当金繰入超過額 14,750 

 確定拠出年金への未払額 4,181 

計 92,499 

評価性引当額 △66,881 

合計 25,617 

繰延資産合計 36,291 

繰延税金負債（流動）  

未収（還付）事業税 △8,351 

繰延税金負債合計 △8,351 

差引：繰延税金資産の純額 27,940 

繰延税金資産（流動）  

 未払事業所税 2,097 

確定拠出年金への未払額 3,706 

計 5,803 

評価性引当額 △5,803 

合計 － 

繰延税金資産（固定）  

 会員権評価損否認 5,778 

 貸倒引当金繰入超過額 1,729,513 

 投資有価証券評価損否認 358,362 

 関係会社株式評価損否認 2,656,608 

 関係会社事業損失引当金繰入超過額 1,466,084 

 固定資産除却損否認 20,552 

 ソフトウェア償却超過額 11,996 

 繰越欠損金 47,072 

計 6,295,967 

評価性引当額 △6,295,967 

合計 － 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金負債（流動）  

未収（還付）事業税 26,344 

合計 26,344 

繰延税金負債（固定）  

 その他有価証券評価差額金 25,329 

 合計 25,329 

繰延税金負債合計 51,674 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、当該差異の原因となった項目の注記は省略しており

ます。 

  （％）

 法定実効税率 △40.69 

 （調整）   

 交際費等永久に損金に参入されない項目 0.07 

 受取配当金等永久に益金に参入されない項目 △2.42 

 評価性引当額の増減 45.21 

 その他 △2.89 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.72 

   



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

１株当たり純資産額 36,977円65銭 

１株当たり当期純利益 2,359円50銭 

１株当たり純資産額 14,986円48銭 

１株当たり当期純損失 20,244円95銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在していないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 1,528,493 △13,897,189 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
1,528,493 △13,897,189 

期中平均株式数（株） 647,803 686,452 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年 7月 1日 
至 平成18年 6月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年 7月 1日 
至 平成19年 6月30日） 

 該当事項はありません。  当社は、ロングリーチグループとフェニックス・キャピ

タル株式会社との間で、平成19年10月下旬に開催を予定し

ている当社の臨時株主総会で必要な決議が得られることお

よび証券取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生する

ことを条件として、当社がロングリーチグループおよびフ

ェニックス・キャピタル株式会社がそれぞれ組成する投資

事業組合からの出資を受け入れることに合意し、平成19年

８月29日に取締役会において決議し、３社間で第三者割当

増資（普通株式および優先株式）に係る株式引受契約を締

結しました。 

 出資の内容は以下のとおりです。株式発行総額は200億円

であり、ロングリーチグループとは普通株式発行（１株あ

たり4,664円）として総額65億円、Ａ種優先株式発行として

70億円（１株あたり10,000,000円）、フェニックス・キャ

ピタル株式会社とはＡ種優先株式に総額40億円（１株あた

り10,000,000円）、Ｂ種優先株式に総額25億円（１株あた

り50,000,000円）となります。臨時株主総会での決議が前

提となりますが、ロングリーチグループは当社の発行済株

式の67％を保有することとなり、筆頭株主となる予定で

す。Ａ種優先株式およびＢ種優先株式には議決権はありま

せん。 

 新普通株発行要領は以下のとおりです。 

(1)発行株式数  1,393,706株 

(2)発行価額   １株につき4,664円 

(3)発行価額の総額   6,500,244,784円 

(4)資本組入額   2,332円 

(5)資本組入額の総額   3,250,122,392円 

(6)申込期日   平成19年11月５日（予定） 

(7)払込期日   平成19年11月５日（予定） 

(8)割当先及び配当株式数  

  

 (仮)ロングリーチグループ 

 1,393,706株 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

（投資有価証券） 

その他有価証券 

【債券】 

 該当事項はありません。 

【その他】 

該当事項はありません。 

  

種類及び銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 

 株式会社ジェービーピー 600 2,432 

 株式会社イーネット 1,000 50,000 

 株式会社ケイズ・ネットライン 706 － 

 株式会社富士ソフトＳＳＳ 76 20,647 

 株式会社ＯＤＮソリューション 149 20,115 

 株式会社シティアスコム 85,900 513,981 

 株式会社ビッツ 11,250 22,500 

 株式会社ディーバ 375 122,250 

 計 100,056 751,927 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．建物の増加の内、主なものは以下のとおりであります。 

２．建物の減少の内、主なものは以下のとおりであります。 

３．工具器具及び備品の増加の内、主なものは以下のとおりであります。 

４．工具器具及び備品の減少は以下のとおりであります。 

５．土地の減少は、役員社宅（貸与）用マンションを売却したものであります。 

６．ソフトウェアの増加の内、主なものは以下のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）30,000千円は保有している会員権の時価が回復したことにより戻入れたもの

であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

 建物 1,684,755 68,818 523,580 1,229,993 540,607 128,237 689,386 

 工具器具及び備品 237,624 124,053 116,563 245,114 120,779 41,569 124,335 

 土地 797,880 ― 797,880 ― ― ― ― 

   有形固定資産計 2,720,259 192,872 1,438,024 1,475,107 661,386 169,807 813,721 

無形固定資産              

 ソフトウェア 234,007 62,921 10,050 286,879 118,297 55,686 168,581 

 電話加入権 5,192 ― ― 5,192 ― ― 5,192 

 ソフトウェア仮勘定 30,000 9,000 39,000 ― ― ― ― 

   無形固定資産計 269,199 71,921 49,050 292,071 118,297 55,686 173,773 

長期前払費用 101,356 62,307 113,309 50,354 ― ― 50,354 

繰延資産              

― ― ― ― ― ― ― ― 

 繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

オフィスエリア内装工事他 68,818千円

役員社宅（貸与）用マンション売却（6戸） 423,407千円

社内業務システム災害時ＢａｃｋＵＰ用機器他 31,143千円

リース契約解約による資産買取 72,955千円

リース契約解約買取資産除却  72,955千円

役員社宅（貸与）用マンション家具売却 24,998千円

社内業務システム災害時ＢａｃｋＵｐ用ソフトウェア他 5,637千円

リース契約解約による資産買取 4,849千円

業務システム機能追加開発 44,715千円

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 36,250 4,244,212 ― 30,000 4,250,462 

関係会社事業損失引当金 ― 3,603,057 ― ― 3,603,057 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．未収入金 

② 固定資産 

 イ．関係会社株式 

 ロ．関係会社長期貸付金 

区分 金額（千円） 

現金 773 

預金の種類  

普通預金 11,607,149 

別段預金 17,723 

小計 11,624,873 

合計 11,625,646 

相手先 金額（千円） 

ニイウス（株） 1,646,071 

ＤＢ信託（株） 287,397 

吉兼晴雄 127,000 

その他 81,434 

合計 2,141,903 

銘柄 金額（千円） 

（子会社株式）  

ニイウス（株） 7,456,252 

ニイウスメディカルシステム（株） 0 

（株）ニイウス金融エンジニアリング・グループ 2,339,998 

（株）ビックニイウス 51,000 

ニイウス・メディカル西日本システム（株） 51,000 

ニイウスＳＡＴ（株） 50,000 

（関連会社）  

タウンネットワークサービス（株） 117,500 

合計 10,065,750 

銘柄 金額（千円） 

ニイウスメディカルシステム（株） 4,200,000 

合計 4,200,000 



③ 流動負債 

 イ．短期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 5,500,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行(株) 5,000,000 

(株)三井住友銀行 2,500,000 

合計 13,000,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ７月１日から６月30日まで 

定時株主総会 毎年９月 

基準日 ６月30日 

株券の種類 １株券、 ５株券、10株券、50株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 
12月31日 

６月30日 

１単元の株式数 ────── 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

新株交付手数料 株券喪失登録を行なう場合 １件につき10,000円 １枚につき500円 

名義書換手数料 無料 

端株の買取り  

 取扱場所 

  
────── 

  株主名簿管理人 

  
────── 

  取次所 ────── 

  買取手数料 ────── 

公告掲載方法  

当会社の公告方法は、電子公告により行なう。やむを得ない事由によって

電子公告による公告が出来ない場合は、日本経済新聞に掲載する方法によ

り行なう。 

公告掲載URL http://www.niwsco.co.jp/ir/koukoku.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第14期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月21日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書（第15期中）(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)平成19年３月30日関東財務局長に提

出。 

(3) 臨時報告書 

平成19年８月29日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条２項第12号及び第19号（財政状態

及び経営成績に著しい影響を与える事業の発生）に基づく臨時報告書であります。 

(4) 臨時報告書 

平成19年８月29日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（優先株式の発行）に

基づく臨時報告書であります。 

(5) 有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類 

平成19年８月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１８年９月２１日

ニイウス コー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 笹井 和廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニ

イウス コー株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニ

イウス コー株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１９年９月２６日

ニイウス コー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松岡 幸秀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニイウ

ス コー株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニ

イウス コー株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

１． 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載されているとおり、会社は連結財務諸表におい

て、30,265,523千円の当期純損失を計上したことにより4,068,268千円の債務超過になるとともに、会社の連

結子会社であるニイウス株式会社が契約しているコミットメントライン契約（リボルビング・クレジット・フ

ァシリティ契約）及び金銭消費貸借契約の財務制限条項に抵触することになり、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に対する会社の経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は、

継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

２． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月29日開催の取締役会において、医療事業からの

全面撤退および第三者割当増資による新株発行を決議している。また、会社は平成19年８月29日付でロングリ

ーチグループおよびフェニックス・キャピタル株式会社との間で第三者割当増資に係わる株式引受契約を締結

している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

      平成１８年９月２１日

ニイウス コー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 笹井 和廣  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニイ

ウス コー株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第１４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニイウス

コー株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

      平成１９年９月２６日

ニイウス コー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松岡 幸秀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 上坂 健司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニイウ

ス コー株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニイウ

ス コー株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １． 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況に記載されているとおり、会社の実質的な事業会社で

あるニイウス株式会社が当事業年度において14,909,230千円の当期純損失を計上したことにより、6,971,659千

円の債務超過となり、同社が金融機関と契約しているコミットメントライン契約（リボルビング・クレジッ

ト・ファシリティ契約）及び金銭消費貸借契約の財務制限条項に抵触することとなり、会社に継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する会社の経営計画等は当該注記に記載されている。財務

諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していな

い。 

 ２． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月29日開催の取締役会において、第三者割当増資

による新株発行を決議している。また、会社は平成19年８月29日付でロングリーチグループおよびフェニック

ス・キャピタル株式会社との間で第三者割当増資に係わる株式引受契約を締結している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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